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概要 

 

近年、大容量コンプレッサなどの数百kW以上の大容量回転機を用いたシステムの小型化・低

コスト化・高付加価値化のために、大容量回転機の高速化が強く求められている。そこで、問題

となるのが、大容量回転機の回転子を支持するための軸受である。一般な回転機で用いられてい

る機械軸受は、機械的な接触により摩擦・摩耗が発生するため、大容量回転機を10,000 rpm以上

の高速回転で軸支持することは難しい。そこで、盛んに研究・開発されているのが磁気軸受やベ

アリングレスモータ(BelM)である。磁気軸受やBelMは、電磁力により回転子を完全非接触によ

り軸支持できるため、高速化・小型化・メンテナンスフリー・機械的損失の低減といった利点を

持つ。従って、磁気軸受及びBelMは、大容量回転機の高速化のために非常に有用である。 

一方、これまで一般的に用いられてきた回転子の半径方向位置を軸支持制御するためのラジア

ル磁気軸受(RMB)として、ヘテロポーラ型とホモポーラ型があるが、ヘテロポーラ型は低コスト

であるが回転子鉄損が大きい、そして、ホモポーラ型は回転子鉄損が小さいが高コストであると

いった課題がある。また、回転子の軸方向位置を軸支持制御するためのスラスト磁気軸受(TMB)

は、大径のディスク形回転子により、回転機の組付性が悪く、回転子のバランス取りが難しいと

いった課題がある。さらに、これまで提案されてきたBelMは、高コストや発生できる軸支持力

が比較的小さいといった課題がある。そこで、本研究では、これらの課題を解決し、大容量回転

機に適用可能かつ、低損失・低コスト・高軸支持力な磁気浮上技術を確立するために、新たな磁

気軸受及びBelMの構造を提案し、その有効性の検討を行った。 

 まず、大容量に対応しながらも低損失・低コストを両立する 4つの C形コアを統合した RMB

の構造を提案した。そして、3D-FEAにより、従来の RMB と比較しながら、新たに提案する RMB

が優れた低鉄損特性を備えていることを示した。 

次に、大径のディスク形回転子により生じる TMBの問題を解決し、さらに、ワイドギャップ

長にも対応できるようにするために、RMB と TMB を軸方向に一体化した円筒形回転子を備え

た 3軸能動制御型磁気軸受タイプ A (R+TMB Type A)を提案した。そして、その提案構造を備え

た試作機による検証試験により、R+TMB Type Aの有効性を示した。 

さらに、回転機の小型化を図るために、RMB と TMB を半径方向に一体化した円筒形回転子

を備えた 3軸能動制御型磁気軸受タイプ B (R+TMB Type B)を提案した。そして、その原理検証

モデル R+TMB Type B ver1 について、3D-FEA及び試作機による検証試験により、R+TMB Type B 

ver1 の有効性を示した。加えて、R+TMB Type B ver1の更なる性能向上のために、回転子鉄損の

低減のための構造を備えた R+TMB Type B ver2を提案し、3D-FEA によりその有効性を示した。 

最後に、回転機の更なる小型化を図るために、大容量・高速回転に対応可能な埋込永久磁石

(IPM)型 BelM を検討した。この大容量・高速回転に対応可能な IPM 型 BelM において問題とな

る軸支持力脈動を抑制するための回転子構造を新たに提案し、3D-FEA及びその提案した回転子

構造を備えた IPM型 BelMの試作機により、その有効性を示した。そして、提案する IPM型 BelM

の 30,000 rpmという高速回転における非接触軸支持運転の諸特性を明らかにした。 

 

キーワード：大容量回転機、高速回転機、磁気浮上、非接触磁気支持、磁気軸受、ベアリングレ

スモータ、低損失化、低コスト化、小型化、ワイドギャップ長 



 

 

Abstract 

 

   In recent years, to reduce the size and cost of industrial systems utilizing high-output motors, an 

increase in rotational speed has been required for such motors. However, it is difficult to achieve this 

requirement with mechanical bearings to support a rotor shaft of the high-output motor because rotation at 

high speed causes severe friction and wear by mechanical contact in the high-output motor. On the other 

hand, a magnetic bearing (MB) is useful for the rotor shaft suspension of the high-output motor rotating at high 

speeds and developed actively, because the MB can suspend the rotor shaft by means of magnetic attraction force 

without mechanical contact. In addition, a bearingless motor (BelM) which integrates functions of an 

electrical motor and a MB in one unit, has been also researched actively. 

   In electric machine systems using the MB, it is difficult to cool a rotor owing to mechanical 

non-contact. Thus, in terms of cooling, a general heteropolar-type radial MB (RMB) controlling radial 

position of a rotor shaft has a problem of large iron loss causing a heat of the rotor. In addition, a general 

thrust MB (TMB) employs a large disk rotor. Therefore, by the large disk rotor, the rotational speed is 

limited owing to the high circumferential speed and the assembly becomes difficult. On the other hand, 

the BelM with a parallel-magnetized ring magnet for high output and high rotational speed has been 

reported. However, it becomes high manufacturing cost and has inadequate suspension force for a heavy 

rotor shaft of a high-output motor. Accordingly, in this study, novel MBs and BelM achieving low iron 

loss, low cost, compact size, and high suspension performance are proposed and discussed in detail.  

   Firstly, a novel homopolar type RMB unifying four C-shaped cores in order to realize high suspension 

performance, low iron loss, and low cost is proposed. It is shown with 3D-FEA results that the novel 

homopolar type RMB is lower in iron loss and cost than the general homopolar type RMB which is well 

known for its low iron loss.  

   Secondly, by integrating a RMB and a TMB in the axial direction, a novel 3-axis active MB Type A 

(R+TMB Type A) with a cylindrical rotor instead of the large disk rotor is discussed for wide gap 

machines. The effectiveness of the proposed R+TMB Type A is confirmed by the experimental results of 

a prototype machine.  

   Thirdly, by integrating a RMB and a TMB in the radial direction, a novel the 3-axis active MB Type B 

(R+TMB Type B) with a cylindrical rotor is proposed for high-rotational speed machines. The R+TMB 

Type B ver1 shows the validity of basic concept with experimental results of a prototype machine. 

Moreover, it is ascertained with 3D-FEA results that the R+TMB Type B ver2 is effective in 

accomplishing low iron loss. 

   Finally, a novel rotor structure of an interior permanent magnet (IPM)-type BelM realizing high 

rotational speed, high output, low cost, and high suspension performance is discussed in order to reduce 

suspension force ripple arising in the IPM-type BelM by 3D-FEA and experimental results. And, the 

operation characteristics of the IPM-type BelM are revealed about efficiency maps and losses in detail. 

  

Keywords: High-output machines, high-speed machines, magnetic levitation, non-contact magnetic 

suspension, magnetic bearings, bearingless motors, low loss, low cost, compact size, wide gap length 
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第 1章 序論 

1.1 研究背景 

 近年、家電・工業製品等に対して省資源化すなわち小型化・低コスト化の要望が年々高

まっている。このような傾向の中で、ビル一棟の集中冷暖房に使用する大型エアコンや倉

庫一棟を冷却するための大型冷凍機などに使用される、大容量コンプレッサのシステムな

どにも小型化・低コスト化が強く求められている。そこで、大容量コンプレッサのシステ

ムなどに用いられる大容量のモータを高速回転化することが有効な手段として関心を集め

ている。これは、コンプレッサの出力が、回転速度の 3 乗に比例するためである。したが

って、同一出力において高速回転化することで、コンプレッサなどのシステムの大幅な小

型化、そして、小型化による低コスト化を期待できる。ここで、回転速度を高速化した際

に、重要になるのが、モータの回転子を軸支持するための軸受システムの選定である。 

 一般的に、回転子の軸受として機械軸受が用いられる。しかし、機械軸受は、機械的な

接触が存在するため、摩擦・摩耗が発生する。したがって、10,000 rpm以上の高速回転にお

いて、大容量モータの回転子を機械軸受によって軸支持することは困難である。そこで、

電磁力により完全非接触で回転子を軸支持することができる磁気軸受が注目されている。

磁気軸受は、回転速度の高速化・メンテナンスフリー・機械的損失の低減といった利点が

得られ、盛んに研究・開発が行われており、近年では、磁気軸受を用いた数百 kW 以上の大

容量モータが実用化されている[1]-[36]。さらに、電動機と磁気軸受を 1 つの固定子に一体化

したベアリングレスモータ(BelM)は、磁気軸受の利点に加えて、小型化といった利点も得ら

れる。このような利点を持つ BelMも、モータの高速回転化のために非常に有用であり、国

内外で盛んに研究・開発が行われている[37]-[104]。 

一方、モータに磁気軸受を用いた回転機システムの場合、完全非接触により軸支持され

ているため、回転子と固定子の間に機械的な接触が存在しない。そのため、回転子全体が

熱伝達率の低い空気に覆われており、磁気軸受の回転子に生じる鉄損による発熱を冷却す

ることは非常に難しい。よって、磁気軸受において回転子鉄損が大きな問題となる。加え

て、磁気軸受を用いた場合、システムを構成するためのユニット数が増えることから軸長

が長くなり、危険速度が低下してしまう。従って、低損失化とシステムの小型化が可能な

磁気軸受を新たに開発することが求められている。 

また、これまでに開発された大容量・高速回転向けの BelMでは、安定な磁気浮上運転を

実現するために、パラレル着磁されたリング磁石を用いた表面貼付(SPM)型の回転子構造が

採用されている[55]-[59]。そして、高速回転において、このリング磁石が飛散するのを防止す

るために、カーボンファイバ(FRP)がリング磁石の保護材として用いられている。しかし、

パラレル着磁されたリング磁石や FRP の製造は非常に高コストである。さらに、リング磁

石及び FRP により大きな磁気抵抗が生じるため、大容量化した際に重量が大きく増す回転

子を安定に軸支持するための十分な軸支持力を発生することが難しい。従って、大容量・
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高速回転に対応可能かつ低コストな BelMを開発することが求められている。 

 

1.2 研究目的及び論文構成 

  そこで、本研究では、以上の課題を解決するための磁気軸受及び BelMを提案・検討す

る。まず、磁気軸受は、高速回転・大容量・低損失化をキーワードに低損失磁気軸受の検

討を行う。さらに、ワイドギャップ長又はシステムの小型化をキーワードに、2種類の 3軸

能動制御型磁気軸受を検討する。最後に、高速回転・大容量・低コストをキーワードに、

実用に耐えうる BelMを検討する。 

 まず、第 2章において、大容量・高速回転のシステムに適用可能な磁気軸受及び BelMを

用いたシステム構成を示す。そして、小型化・低コスト化するために、どのようなシステ

ム構成が良いか議論する。 

 第 3 章では、大容量に対応可能かつ低損失化のために 4 つの C 形コアを統合したホモポ

ーラ型のラジアル磁気軸受(RMB)を提案する。まず、従来の RMB としてヘテロポーラ型

RMB とこれまで低損失とされてきたホモポーラ型 RMB を示す。そして、3D-FEA により、

提案構造と従来の RMB と比較することで、従来の RMB と同等の軸支持力が発生可能であ

り、かつ、これまで低損失 RMB とされてきた従来のホモポーラ型 RMB よりも優れた低損

失特性を備えていることを示す。 

 第 4 章では、ワイドギャップ長が要求されるシステムにおいて、回転子を完全な円筒形

状とすることで組立性を大幅に向上する 3軸能動制御型磁気軸受のタイプ A (R+TMB Type 

A)と受動型スラスト磁気軸受を活用した構造を提案する。一般的に、軸方向を軸支持する

ためのスラスト磁気軸受(TMB)には、大径のディスク形回転子が用いられるが、このディス

ク形回転子によってシステムの組立性が大きく悪化することが問題となっている。そこで、

提案する構造では、ディスク形回転子の代わりに円筒形回転子とすることで、この問題を

解決する。また、これまでに我々の研究グループで提案している円筒形回転子を備えた TMB

では、ワイドギャップ長において、高スラスト負荷に対応することが難しい[26]-[28]。そこで、

提案構造は、ワイドギャップ長においても大きなスラスト力を発生できると同時に、受動

的な TMB も活用することで、高スラスト負荷への対応を図る。そして、RMB の機能も一

体化する構造となっている。この提案構造の有効性を実験的に検証するために、提案する

R+TMB Type A を備えた試作機を製作した。試作機は、実験室で実験を行うために、ダウン

サイズした小容量のモータポンプとし、その試作機による検証試験により、提案する

R+TMB Type A の有効性を検証した。 

 第 5章では、大容量・高速回転に対応可能かつ第 4 章で示した R+TMB Type A よりもシ

ステムを小型化できる円筒形回転子を備えた 3 軸能動制御型磁気軸受のタイプ B (R+TMB 

Type B)を提案する。まず、提案する R+TMB Type B の原理検証を行うために、提案する

R+TMB Type B を備えた試作機を製作し、提案構造の有効性を検証した。さらに、提案する

R+TMB Type B の性能の向上を図るために、固定子の組付性の向上及び回転子鉄損を低減
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する改良構造の検討を行った。そして、3D-FEA により、改良した R+TMB Type B が優れた

低鉄損特性を備えていることを示す。 

 そして、第 6 章では、これまでに開発された SPM 型 BelM の問題点を改善できる、大容

量・高速回転に対応可能な埋込永久磁石(IPM)型 BelM の検討を行う。まず、大容量・高速

回転に対応可能な 2 極電動機・4 極軸支持構造を持つ IPM 型 BelM の構造を示す。しかし、

この構造の場合、回転子が回転した時に軸支持力が脈動する問題が発生する。そこで、そ

の軸支持力脈動を抑制できる回転子構造を提案する。そして、提案する回転子構造の有効

性を 3D-FEA により検証する。さらに、実験室で実験するために、提案する軸支持力脈動抑

制のための回転子構造を備えた 10 kWの出力を持つ IPM型 BelMの試作機を製作し、実験

により回転子構造の有効性を示す。さらに、提案する IPM 型 BelM の高速回転における実

負荷試験を行うことにより、非接触軸支持特性や効率・損失などの諸特性を明らかにする。 

 本論文で提案する低損失化のために 4 つの C 形コアを統合したホモポーラ型 RMB、

R+TMB Type A、R+TMB Type B、そして、IPM型 BelMを大容量回転機システムに適用する

ことで、従来の磁気浮上技術を用いた場合よりも、低損失化、小型化、そして、低コスト

化といった優れた特性を備えた大容量・高速回転機を実現することが可能である。 
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第 2章 磁気浮上技術を用いた回転機システムの検討 

2.1 機械軸受を用いた場合の問題 

 一般に、モータを用いた回転機システムにおいて、回転子を軸支持するための軸受とし

て機械軸受が用いられている。自動車や一般家庭用エアコンなどに用いられる数十 kW程度

までの比較的小容量の回転機システムや数百 kW 以上の大容量の低速回転機システムの場

合、機能性とコストの観点から、機械軸受がよく用いられる。一方で、本論文でターゲッ

トとしている数百 kW以上の大容量コンプレッサなどの大容量・高速回転機システムの場合、

機械的接触により激しい摩擦・摩耗が発生するため、摩擦・摩耗により頻繁なメンテナン

スや機械的損失が大きくなることが問題となる。このため、機械軸受では、数百 kW以上の

大容量モータを 10,000 rpm 以上の高速回転において、連続で軸支持を行うことが難しい。

そして、数百 kW以上の大容量モータを、大きな半径方向荷重及び軸方向荷重がかかった状

態で、10,000 rpm以上の高速回転の連続運転に対応できる機械軸受はほとんど存在しない。 

 

2.2 磁気軸受及びベアリングレスモータについて 

 そこで、電磁力により回転子の軸支持を行う磁気軸受やベアリングレスモータ（BelM）

は、非接触で軸支持を行うことができるため、回転速度の高速化・メンテナンスフリー・

機械的損失の低減・無発塵といった利点を持っている。このため、大容量・高速回転モー

タの軸支持のために非常に有用である。本節では、磁気浮上技術を用いた回転機システム

において、半径方向の軸支持を行うためのラジアル磁気軸受(RMB)、軸方向の軸支持を行う

ためのスラスト磁気軸受(TMB)、そして電動機と磁気軸受の機能を一つの固定子で実現する

BelMを紹介する。 

 

2.2.1 磁気軸受について 

 まず、図 2-1 は、半径方向の軸支持を行うために用いられる一般的なラジアル磁気軸受

(RMB)を示す。一般に、RMB の固定子は電磁鋼板と巻線で構成され、回転子は電磁鋼板を

積層した回転子コアで構成される。また、図 2-1(b)に示すように、巻線に直流電流を流すこ

とにより発生する磁束が、ギャップ部分を介して、固定子コアと回転子コアを流れる。こ

のことにより固定子コアと回転子コアの間に半径方向の磁気吸引力(ラジアル軸支持力)が

発生する。RMB は、この磁気吸引力により回転子の半径方向の軸支持を行うことができる。 

 また、図 2-2は、軸方向の軸支持を行うために一般に用いられるスラスト磁気軸受(TMB)

を示す。TMB の固定子は炭素鋼などのバルク材と巻線で構成され、回転子は炭素鋼などの

バルク材で構成される。また、図 2-2(b)に示すように、巻線に電流を流すことにより発生す

る磁束が固定子コアと回転子コアを流れる。このことにより、ギャップを介して、固定子

コアと回転子コアの間に軸方向の磁気吸引力(スラスト軸支持力)が発生する。TMB は、こ

の磁気吸引力により回転子の軸方向の軸支持を行うことができる。 
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図 2-1(a) ラジアル磁気軸受の外観 

図 2-1(b) ラジアル磁気軸受の断面図とラジアル軸支持力 

図 2-1 ラジアル磁気軸受 
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図 2-2(a) スラスト磁気軸受の外観 

図 2-2(b)  スラスト磁気軸受の断面図とスラスト軸支持力 
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2.2.2 ベアリングレスモータについて 

 図 2-3 は、一般的な BelM を示す。まず、BelM の回転子構造及び固定子形状は、一般的

なモータと同様であり、固定子コアは珪素鋼板などの電磁鋼板が用いられる。一方、BelM

の固定子に巻かれる巻線についてであるが、まず、トルクを発生するための極対数 pmの電

動機巻線が巻かれている。この電動機巻線に加えて、同じ固定子スロット内に、ラジアル

軸支持力を発生するための極対数 ps の軸支持巻線が巻かれている。また、電動機及び軸支

持巻線はそれぞれ三相巻線となっており、さらに、軸支持巻線の極対数 psは、pm = ps±1で

決定される。そして、一般的なモータと同様に電動機巻線に電流を流すことでトルクを発

生し、加えて、軸支持巻線に電動機と同じ周波数の電流を流すことによりラジアル軸支持

力を発生する事ができる。従って、BelMは、一つのユニットでトルクとラジアル軸支持力

の両方を発生することができる。詳細な軸支持力の発生原理や構造については、第 6 章で

示している。 

図 2-3 ベアリングレスモータ 
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軸支持巻線
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2.3 磁気浮上技術を用いた 5軸能動制御のための回転機システム 

 数百 kW 以上の大容量コンプレッサ等の産業機器の場合、2.2 節で示した磁気軸受及び

BelMを用いたシステムは、安全性・信頼性の観点から安定な軸支持が求められるため、水

平方向 2 軸、垂直方向 2 軸、軸方向 1 軸の合計 5 軸を能動的に軸支持する必要がある。そ

こで、本節では、磁気軸受及び BelMを用いた 5軸を能動的に軸支持制御するための回転機

システム I, II, IIIについて検討を行う。 

 

2.3.1 モータに磁気軸受を用いた一般的な回転機システム 

 図 2-4 は、2.2.1 項で示した一般的な磁気軸受を用いた回転機システムの構成を示す。ま

ず、インペラなどを接続する負荷側(Drive End)からみて、2つの RMBが電動機を挟みこむ

ように配置されている。そして、反負荷側(Non Drive End)に大径のディスク形回転子を用い

た TMB が配置される 4 ユニット構成となっている。また、一般的な回転機システムでは、

2 つの RMBにより水平方向 2軸・垂直方向 2軸の 4軸を能動的に軸支持制御し、TMBによ

り軸方向 1軸を能動的に軸支持制御することにより、5軸能動軸支持制御を実現する。 

 一方、一般的な回転機システムを高速回転させた場合、RMB において、回転子の鉄損が

非常に大きい。そしてその回転子鉄損による発熱は、磁気浮上技術を用いた回転機構成に

おいて、非常に大きな問題となる。そこで、第 3章において低損失化のための新たな RMB

の構造を提案、検討している。 

 また、一般的な回転機構成における TMB は大径のディスク形回転子を用いているため、

組立を行う際、回転子主軸を反負荷側から固定子内に挿入した後、負荷を後付けで負荷側

から装着しなければならないため、システム全体の組立性が悪い。この組立性の悪さに伴

い、負荷を含めた回転子のバランス取りも難しくなる。そして、大径のディスク形回転子

部分で周速が上昇するため、回転速度の制限といった問題が発生する。 

 さらに、回転機全体としてユニット数が 4つと多いため、回転子全体の軸長が長くなる。

そのため、危険速度が低下し、高速回転において多くの曲げモードを通過する必要があり、

高速回転に対応するための制御系設計が難しくなる。 

 

2.3.2 システムの組立性向上かつワイドギャップに対応するための円筒形回転子を

備えた3軸能動制御型磁気軸受タイプAと受動型スラスト磁気軸受活用した構造を備え

た回転機システム I 

 そこで、図 2-5は、システムの組立性の向上かつワイドギャップに対応するための円筒形

回転子を備えた 3軸能動制御型磁気軸受のタイプ A (R+TMB Type A)と受動型スラスト磁気

軸受(TPMB)を活用した構造を備えた回転機システム I の構成を示す。これまで、我々の研

究グループでは先行研究[34]-[36]において、軸支持力の発生が難しいワイドギャップに対応

可能なシステムの検討を行ってきた。そこで、これまで提案しているシステム構成を発展

させて、提案する R+TMB Type A は、RMB と先行研究[23]-[25]により提案している円筒形



第 2章 磁気浮上技術を用いた回転機システムの検討 

9 

 

回転子用いた TMB を軸方向に並べた構造となっている。また、システム Iでは、負荷側の

R+PTMBと反負荷側の R+TMB Type A がそれぞれ持つ RMB機能により水平方向 2軸・垂直

方向の 2軸を能動的に軸支持制御し、反負荷側の R+TMB Type A が持つ TMB 機能により軸

方向 1 軸を能動的に軸支持制御することにより、5 軸能動軸支持制御を実現する。そして、

R+TMB Type A は、R+PTMB や電動機の回転子と同じ直径の円筒形回転子を備えている。

このことにより、回転子全体が完全な円筒形とすることができるため、2.3.1 項に示す一般

的な回転機構成の複雑な組付が不要となり、固定子を完全に組み立てた状態で回転子を負

荷側から挿入して組み付けることができる。さらに、回転子のバランス取りのしやすさも

改善できる。一方、円筒形回転子を用いた場合、スラスト軸支持力はディスク形回転子を

用いた場合に比べると原理的に低下してしまう。このため、ワイドギャップとした場合、

高スラスト負荷に対応することが困難になる。そこで、ワイドギャップ、かつ、回転子が

完全な円筒形でありながら、高いスラスト負荷に対応するために、システム Iでは、 PTMB

を活用することで、この問題を解決している。また、円筒形回転子を備えた R+TMB Type A

と PTMBを活用した構造の詳細及び特性の検討は、第 4章において行う。 
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図 2-4 一般的な磁気軸受を用いたシステム構成 

図 2-5 回転機システム I：システムの組立性向上かつワイドギャップに 

対応するための円筒形回転子を備えた R+TMB Type A と受動型スラスト磁気軸受 

を用いたシステム構成 
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2.3.3 システムの小型化のための円筒形回転子を備えた 3軸能動制御型磁気軸受タイ

プ Bを用いた回転機システム II 

 また、図 2-6は、0.5 mmから 1.0 mm程度の通常のギャップ長において、システムの小型

化のために円筒形回転子を備えた 3軸能能動制御型磁気軸受のタイプ B (R+TMB Type B)を

用いた回転機システム IIの構成を示している。まず、システム IIは、RMBと円筒形回転子

を備えた R+TMB Type Bで電動機を挟み込む構成となっている。そして、負荷側の RMB に

より水平方向 1軸・垂直方向 1軸の 2軸を能動的に軸支持制御し、反負荷側の R+TMB Type 

Bにより水平方向 1軸・垂直方向 1軸・軸方向 1軸の 3軸を能動的に軸支持制御することで、

5軸能動軸支持制御を実現する。システム IIにおけるR+TMB Type Bは、システム IのR+TMB 

Type A と比べると RMBと TMBの配置が異なり、RMB を TMB が半径方向から覆う形で一

体化されている。このため、固定子軸長を R+TMB Type A よりも短くでき、ラジアル軸支

持力とスラスト軸支持力を同一の回転子部分で発生することができる。さらに、システム

を構成するために必要なユニット数を 4 ユニットから 3 ユニットに減らすことができる。

従って、システム全体の回転子軸長の短縮により危険速度すなわち曲げモード周波数を上

昇でき、かつ、回転子全体を完全な筒形状とできることから、通常のギャップ長において

大容量モータの10,000 prm以上の高速回転化に非常に有用な構成である。また、R+TMB Type 

B の詳細な検討は、第 5章において行う。 

 

2.3.4 ベアリングレスモータ及び 3軸能動制御型磁気軸受タイプ Bを用いた回転機シ

ステム III 

 さらに、図 2-7 は、システム II をもう一段小型化するための BelM 及び 2.3.3 項で示した

R+TMB Type B を用いた回転機システム IIIを示す。システム IIIは、BelMと R+TMB Type B 

を軸方向に並べた構造となっている。そして、システム III は、負荷側の BelM により水平

方向 1軸・垂直方向 1軸の 2軸を能動的に軸支持制御し、反負荷側の R+TMB Type B によ

り水平方向 1軸・垂直方向 1 軸・軸方向 1軸の 3軸を能動的に軸支持制御することで、5軸

能動軸支持制御を実現する。また、BelM は 2.2 節で示すように一つのユニットでラジアル

軸支持力とトルクを発生できるため、システム IIのRMBと電動機を一体化した機能を持つ。

このため、システムを構成するために必要なユニット数を 3 ユニットから 2 ユニットまで

減らすことができ、システム II 以上にシステムの小型化を図ることができる。従って、シ

ステム IIIは、危険速度を上昇させることができ、モータの高速回転化を図ることができる。

そこで、大容量・高速回転に対応可能かつ低コストな BelMの詳細な検討を第 6章において

行う。
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図 2-7 回転機システム III：さらにシステムを小型化するための 

BelM 及び R+TMB Type B を用いたシステム構成 

図 2-6 回転機システム II：システムを小型化するための 

円筒形回転子を備えた R+TMB Type B を用いたシステム構成 
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第 3 章 大容量に対応可能かつ低損失化のために 4 つの C 形コアを

統合した新たに提案するホモポーラ型ラジアル磁気軸受の検討 

3.1 従来のラジアル磁気軸受の種類とその特徴 

 本節は、図 3-1及び 3-2 に示す一般的なヘテロポーラ型及びホモポーラ型ラジアル磁気軸

受(RMB)の種類及びそれらの特徴について示す。また、表 3-1 は、それぞれの RMB の特徴

を示す。 

 

3.1.1 ヘテロポーラ型 RMB 

 一般的な磁気軸受を用いた大容量・高速回転機システムにおいて、RMB として図 3-1(a)

に示すヘテロポーラ型 RMB が用いられる。ヘテロポーラ型は、ケイ素鋼板等の電磁鋼板と

巻線のみで構成することができるため、低コストに製作することができるという利点があ

る。また、ヘテロポーラ型の巻線と磁束の流れ方は、図 3-1(b)に示すように、+x, -x, +y及

び-y の 4 つのセクションに分けられる。それぞれのセクション内における巻線はすべて直

列に接続されている。そして、それぞれのセクションの巻線+Nx、-Nx、+Ny 及び-Ny に電流

を流すことで+x, -x, +y及び-yのそれぞれの方向にラジアル軸支持力+Fx、-Fx、+Fy及び-Fy

を発生できる。また、2.2.1 項に示す軸支持力発生原理から、それぞれのセクションの巻線

+Nx、-Nx、+Ny 及び-Ny に流れる軸支持電流+ix、-ix、+iy 及び-iy はすべて直流となるため、

それぞれの軸支持電流は 4台の単相非対称ハーフブリッジインバータにより制御できる。 

 一方、ヘテロポーラ型において、それぞれの巻線により作り出される軸支持磁束は、図

3-1(b)に示すように、固定子から回転子へ流れ、再び固定子へ流れ込む。そのため、回転子

に生じる磁界は、N、S、N、S…と交番する。通常、鉄損は渦電流損とヒステリシス損によ

り構成される。そして、一般に、ヒステリシス損は磁束密度変化の振幅の 1.6乗から 2乗に

比例し、周波数に比例する。さらに、渦電流損は周波数及び磁束密度変化の振幅の 2 乗に

それぞれ比例する[32]。そのため、ヘテロポーラ型は、交番磁界により磁束密度変化が大き

く、加えて高速回転において交番磁界の周波数が非常に高くなるため、回転子に大きな鉄

損が発生する。そして、この大きな回転子鉄損により、回転子が激しく発熱してしまう。

磁気浮上技術を用いた回転機システムは、回転子を完全非接触支持するため、固定子と回

転子で機械的な接触が存在しない。このことにより、回転子は熱伝導率の低い空気に覆わ

れており、放熱しづらいため、回転子の発熱を冷却することが難しい。従って、この大き

な回転子鉄損は問題であり、回転子鉄損を低減することが重要な課題となる。 
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図 3-1(a) ヘテロポーラ型 RMBの外観 

図 3-1(b)  ヘテロポーラ型 RMBの断面図及びバイアス磁束 

図 3-1  ヘテロポーラ型 RMB 
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3.1.2 ホモポーラ型 RMB 

 そこで、回転子鉄損を低減するために、図 3-2(a)に示すホモポーラ型 RMB が用いられて

いる。バイアス磁石を用いたホモポーラ型の固定子は、2つの固定子で軸方向に着磁された

リング磁石を挟み込む構造となっている。そして、2つの固定子は、ケイ素鋼板等の電磁鋼

板を積層した固定子コアの 4 つの突部(ティース)にそれぞれ集中巻で巻線が巻かれている。

そして、対向する 2つの巻線が直列に接続されている。また、図 3-2(b)に示すように、永久

磁石によって発生するバイアス磁束は、固定子 1 から回転子を通り、固定子 2 へ流れる。

従って、図 3-2(c)に示すように、固定子 1及び 2においてバイアス磁束は放射方向に流れる。 

 そして、ホモポーラ型のラジアル軸支持力は、図 3-3に示す原理に基づいて発生すること

ができる。図 3-3(a)は、固定子コア 1におけるラジアル軸支持力の発生の様子を示す。まず、

x軸ラジアル巻線 Nxに正の直流電流 ixを流すと、2極のラジアル磁束xが発生する。この結

果、x軸正方向のギャップ部分では、バイアス磁束magとラジアル磁束xの向きが同じとな

るため、磁束が強め合い、ギャップ磁束密度が増加する。一方、x軸負方向のギャップ部分

では、バイアス磁束magとラジアル磁束xの向きが逆向きとなるため、磁束は弱め合い、ギ

ャップ磁束密度は減少する。このため、x 軸上においてギャップ磁束密度の粗密が発生し、

x 軸正方向の軸支持力 Fx1が発生する。また、固定子コア 2 内では、上記とは逆に磁束が流

れることで、x 軸正方向の軸支持力 Fx2が発生している。従って、ホモポーラ型は、固定子

コア 1 側及び 2 側で発生している Fx1及び Fx2の和が全体の軸支持力 Fxとなる。さらに、x

軸負方向の軸支持力 Fxが発生する場合は、負の軸支持電流 ixを流せばよい。従って、ホモ

ポーラ型の場合、軸支持巻線Nx及びNyに流れる軸支持電流 ix及び iyが正又は負となるため、

2 台の単相フルブリッジインバータ又は、1台の 3 相インバータを用いて電流制御を行う。 

 一方、回転子鉄損に関して、永久磁石により発生したバイアス磁束は図 3-2(c)に示すよう

に回転子の磁界が交番しないことにより、回転子に発生する鉄損が小さくなり、回転子鉄

損の低減が望める。さらに、回転子の発熱が小さくなることで、冷却の簡単化も望める。

また、ホモポーラ型を用いた回転子鉄損低減のための検討は、他の研究グループでも行わ

れている[17], [18]。しかし、大容量に対応するために大きな軸支持力を発生するには、図 3-2(a)

に示すように、コイルエンドが弓形となる巻線を高占積率で巻く必要があり、巻線の製作

が難しい。加えて、十分なバイアス磁束を発生するために、多くの永久磁石を必要とし、

製作コストが増加する。表 3-1に、ヘテロポーラ型とホモポーラ型の比較を表にまとめたも

のを示す。 

 そこで、従来のホモポーラ型以上に低損失かつ低コストな RMB の開発を目指し、図 3-4

に示す一般的な 4つの C形コアを用いた磁気軸受（C形コア RMB）に着目した[8], [10], [72], [73]。

C 形コア RMB は、ホモポーラ型 RMB の一種であるため、巻線で発生するバイアス磁束が

回転子で交番しない。加えて、磁極間に巻線を配置しないため、図に示す磁極間隙間を小

さくでき、図 3-3に示すホモポーラ型以上の低鉄損化が望める。また、バイアス磁束源とし

て永久磁石を用いないため、低コスト化も望める。しかし、図 3-3 に示す従来の C 形コア
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7RMB を大容量 RMB に適用した場合、大きな半径方向負荷がかかる 4つの独立した C 形コ

アの組付けが複雑となる。加えて、4つの C形コアを独立に組付ける必要があるため、固定

子の内面精度が低くなること、磁極間隙間を精度よく狭くすることが難しいといった問題

もある。内面精度が低下すると、4 つのティース対向部における磁束密度が不均一になり、

その結果、回転子鉄損が増加してしまう。以上の理由により、これまでは数十 W 程度の回

転子システムにしか適用されていなかった[8], [10], [72], [73]。

図 3-2(a)  ホモポーラ型 RMB の外観 

永久磁石

巻線

固定子2
固定子1
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図 3-2(c)  ホモポーラ型 RMB の軸方向断面図 
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図 3-2  ホモポーラ型 RMB 

図 3-2(b)  ホモポーラ型 RMB の半径方向断面図及びバイアス磁石 
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図 3-3(a)  ホモポーラ型 RMB の軸方向断面図 

図 3-3  ホモポーラ型 RMB の軸支持力発生原理 

図 3-3(b)  ホモポーラ型 RMB の半径方向断面図 
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表 3-1 ヘテロポーラ型とホモポーラ型の構造比較 

ヘテロポーラ型RMB ホモポーラ型RMB

構造
積層鋼板（電磁鋼板）と銅のみで
構成可

バイアス磁束（永久磁石・励磁コイル）
が必要
（3次元的な構造が必要）

巻線

極数が増えると、巻線径に制約が
かかり易い。

ティースを長く取れるためコイルエンド
が小さい。

ある程度巻線径が大きくても
問題ない。
しかし、コイルエンドが比較的大きい。

極数 6極, 8極, 12極, 16極・・・ 4極, 6極

インバータ ハーフブリッジ単相インバータ4台
フルブリッジ単相インバータ2台
又は3相インバータ1台
(励磁コイルの場合HB単相INVが+1台)

軸支持力 3D-FEA解析により検討

鉄損
回転子で磁束が交番するため
鉄損が発生

回転子がバルク材の場合、渦電流損
が発生。

積層鋼板を用いれば渦電流損を小さく
できる。

バックヨーク
コイル1個分の磁束しか流れないため
バックヨークは比較的狭くても問題ない。

バイアス磁束と巻線磁束が流れるため
バックヨークは広めにする必要がある。

外乱 質量中心のズレによる振れ回りのみ

バイアス磁束があるため質量中心に
加えて、

磁気中心のズレによる不平衡吸引力
が発生

図 3-4  C形コア RMB 
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N
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N
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3.2 大容量に対応可能かつ低損失化のために4つのC形コアを統合した新たに

提案するホモポーラ型 RMB の構造 

 そこで、図 3-5(a)に示す、大容量に対応可能で、固定子組立の簡単化と低鉄損化のために

4 つの C 形コアを一体化したホモポーラ型 RMB を新たに提案する。提案する RMB は、C

形コアを「巻線が巻かれ、軸方向に磁束が流れる鉄心部」と「回転子と対向し、磁束が半

径方向に流れるコア部」に分割する。そして、このコア部を 4 つの C 形コア毎に独立させ

ず、軸方向に積層したケイ素鋼板で一体化することで、固定子組立の簡単化と固定子の内

面精度向上を図る。加えて、図 3-5(b)に示す磁極間隙間について、提案する RMB では、一

体のケイ素鋼板でコア部を製作するため、精度良く簡単に狭くすることができることから、

図 3-2に示す従来のホモポーラ型以上の鉄損低減が可能となる。さらに、バイアス磁束源と

しての永久磁石を必要としないため、磁石使用量を低減でき、低コスト化できる。 

 次に、提案する RMB の詳細な構造を示す。まず、回転子は、図 3-5(a)に示すように、固

定子コアに対向する位置に軸方向に積層されたケイ素鋼板による回転子コアを配置し、そ

の間に、軸方向に磁束が流れやすくするために、半径方向に積層されたケイ素鋼板による

巻鉄心を設置する。一方、固定子は、まず、図 3-6(a)に示すように、非磁性材のケースに、

軸方向に積層されたケイ素鋼板による積層固定子コアを軸方向から圧入する。次に、図

3-6(b)に示すように、ケースの半径方向に開いている 4つの穴から、巻線が巻かれた 4つの

バルク材鉄心を積層固定子コアの凹部にそれぞれ挿入することで、固定子を組み立てる構

造となっている。ただし、4つのコア部を一体化したケイ素鋼板による積層固定子コアにお

いて、一体化するためのブリッジ部による磁極間の干渉を防ぐため、図 3-5(b)に示すように、

ブリッジ部を効果的に磁気飽和させるための少量の永久磁石が挿入されている。 

 以上により、提案する RMB のケイ素鋼板は、図 3-7に示す方向に積層されている。 
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図 3-5(a)  提案する 4つの C形コアを統合したホモポーラ型 RMBの構造 

図 3-5(b)  提案するホモポーラ型 RMB における磁極間磁石 

図 3-5  提案する 4つの C 形コアを統合したホモポーラ型 RMB 
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図 3-6(a) 積層固定子コアの非磁性材ケースへの組付 

図 3-6(b) 巻線が巻かれたバルク材鉄心の組付 

図 3-6 固定子の組立の様子 
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図 3-7 提案するラジアル磁気軸受のケイ素鋼板の積層方向 
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3.3 新たに提案するホモポーラ型 RMB の軸支持力発生原理 
 図 3-8は、提案する RMB において、垂直方向(b軸正方向)に軸支持力を発生する場合の原

理図を示す。図中の x, y軸は固定子の巻線位置を基準とした固定子座標上に固定された直交

座標である。また、a, b軸は、x, y軸に対して時計回り方向に 45°回転した位置に固定され

た直交座標である。また、図 3-6(b)に示すように x 軸の正負、y 軸の正負の 4 方向それぞれ

に軸支持力を発生するために独立した Nx+, Ny+, Nx-及び Ny-の 4つの巻線を備えている。ま

ず、+x 軸巻線 Nx+に電流を流すことにより、回転子の巻鉄心を通る様に青色の破線で示す

磁束x+が流れる。磁束x+により軸方向に積層された固定子コアと回転子コアの間に磁気吸

引力が発生し、x 軸正方向の軸支持力+Fxが発生する。同様に、+y 軸巻線 Ny+に電流を流し

赤色の破線で示す様に磁束y+が流れることで軸支持力+Fyが発生する。その結果、+Fx, +Fy

をベクトル合成することで、b 軸正方向の軸支持力+Fbを発生できる。以上に示すように、

Nx+, Ny+, Nx-及び Ny-の 4つの巻線に電流を流して発生できる+Fx，+Fy，-Fx及び-Fyをベクト

ル合成することで、任意の方向と大きさの軸支持力を発生できる。 

 また、図 3-3に示す C形コア RMBのように固定子コアが独立していれば、ラジアル軸支

持力発生原理において説明したように、図 3-9に示す①の磁路でのみ磁束が流れる。しかし、

提案する RMB の場合、ラジアル軸支持力を発生する固定子コア部分が一体化されているた

め、図 3-5(b)に示す磁極間磁石を磁極間に設置しない場合、磁極間のブリッジ部分で図 3-9

の②に示す磁路が形成されてしまう。この②の磁路は、漏れ磁束となり、RMB の軸支持力

性能を低下させてしまう。そのため、提案する RMB は、図 3-5(b)に示す少量の磁極間磁石

を磁極間に設置することで、磁極間のブリッジ部分を飽和させることにより、②の漏れ磁

束を防止する。 
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図 3-8  ラジアル軸支持力発生原理 

図 3-9  考えられるブリッジ部分における磁極間の漏れ磁束 
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3.4 3D-FEA による新たに提案するホモポーラ型 RMB の解析検討 

 

本節では、3D-FEA を用いて、提案する RMB の軸支持力及び損失の検討を行う。ここで、

想定する大容量・高速回転機のアプリケーションより、軸支持対象である回転子自重を 1500 

N と仮定して検討を行う。 

 

3.4.1 ラジアル軸支持力特性の解析検討 

図 3-10 は電流をゼロとした場合の磁極間のブリッジ部分の磁束密度分布を示しており、

磁極間に設置した磁石により、磁極間のブリッジ部分が飽和していることがわかる。 

また、図 3-11は、Nx+, Ny+, Nx-及び Ny-の 4つの巻線に定格電流の半分の値をバイアス電

流として通電した際の無負荷時の磁極間の磁束ベクトル及び磁束密度分布を示す。バイア

ス電流により生じたバイアス磁束は、磁極間に設置した磁石によりブリッジ部分が飽和し

ているため、磁極間をまたぐ形で漏れることはなく、図 3-9に示す①の流れを形成している。 

次に、3.3 節の軸支持力発生原理に基づいて、提案する RMB の軸支持力特性の解析を行

う。ここで、磁極間磁石の非干渉化の効果を比較検討するために、磁極間に設置した磁石

を空気としたモデルについても解析を行う。まず、巻線条件を巻線径1、1並列、定格電流

密度を 4 A/mm2としたため、定格電流は 3.14 A となる。そして、バイアス磁束を発生する

ために、定格電流の半分の 1.57 Aをバイアス電流 ibとして 4つの巻線に流し、残りの定格

電流の半分の 1.57 A を軸支持制御電流 ixc及び iycとした。従って、それぞれの巻線 Nx+, Ny+, 

Nx-及び Ny-に流れる電流 ix+, iy+, ix-及び iy-は、式(3-1)及び(3-2)により算出される。 

xcbxxcbx iiiiii   , ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3-1) 

ycbyycby iiiiii   , ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3-2) 

まず、y 軸方向の軸支持力 Fyと x 軸方向の軸支持力 Fxの非干渉化の検討を行うために、

iycを 0 A及び 1.57 A 一定とし、ixcを 0 Aから 1.57 A まで変化させた時の軸支持力 Fx及び Fy

の解析を行った。図 3-12(a)は、磁極間の磁石を空気とした場合（比較対象モデル）の軸支

持力の解析結果を示す。また、図 3-12(b)は、磁極間に磁石を設置した場合（提案する RMB

モデル）の軸支持力の解析結果を示す。磁極間磁石を空気とした場合、磁極間のブリッジ

部分が飽和せず図 3-9に示す②のような漏れ磁束が流れやすい。そのため、ixcを変化させる

と、iycを一定で流しているにもかかわらず、Fyが 16.5%も変化している。さらに、1.57 A の

iycを流している時の Fxは、0 A の iycを流している時の Fxに対して、大きく変化しており、

x軸の磁束xと y軸の磁束yが大きく干渉している。一方、磁極間に磁石を設けている場合、

磁極間のブリッジ分が飽和しており図 3-9に示す②のような漏れ磁束が流れづらい。そのた

め、ixcを変化させても、Fyの変化は最大でも 1.19%と僅かであり、ixcの値に関係なく一定の

iycに対してほぼ一定の Fyを発生できている。さらに、1.57 A の iycを流している時の Fxは、

0 Aの iycを流している時の Fxに対して、僅かしか変化しておらず、x軸の磁束xと y軸の磁

束yが良好に非干渉化できている。 
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また、提案する RMBの垂直上方向（+b軸方向）の最大軸支持力は 8730 N となり、1ユ

ニットあたりの想定される回転子自重 1500 Nに対して 5.82倍と十分である。 
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図 3-10  磁極間磁石を設けたブリッジの様子（電流ゼロ時） 
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図 3-11(a)  無負荷時の磁束のベクトル図 

図 3-11(b)  無負荷時の磁束密度 

図 3-11  無負荷時の磁束及び磁束密度（バイアス電流通電時） 
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図 3-12(b)  磁極間磁石を設けた場合 

図 3-12(a)  磁極間磁石を設けない場合 

Fy 4593 N

at ixc = 0 A

Fy 5500 N

at ixc = 1.57 A

Fx 4577 N

at iyc = 0 A

Fx 5476 N

at iyc = 1.57 A

-1000

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6

磁極間磁石なし

0

Fy (iyc:1.57 A)

Fx (iyc:1.57 A)

Fy (iyc:0 A)

Fx (iyc: 0 A)

ラ
ジ
ア
ル
軸
支
持
力

F
x,

 F
y

[N
]

x軸制御電流 ixc [A]

Fy 6227 N

at ixc = 0 A

Fy 6154 N

at ixc = 1.57 A

Fx 6258 N

at iyc = 0 A

Fx 6192 N

at iyc = 1.57 A

-1000

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6

磁極間磁石あり

0

Fy (iyc:1.57 A)

Fx (iyc: 0 A)

Fy (iyc: 0 A)

Fx (iyc:1.57 A)

ラ
ジ
ア
ル
軸
支
持
力

F
x,

 F
y

[N
]

x軸制御電流 ixc [A]

図 3-12  ラジアル軸支持力解析結果 
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3.4.2 回転子鉄損に関する従来の RMB との比較検討 

本節では、3D-FEA を用いて提案する RMBの損失の検討を行った。比較のために、図 3-1

及び 図 3-2 に示すヘテロポーラ型及び従来のホモポーラ型についても同体格で軸支持力を

最大化するように寸法を調整したモデルを作成し、損失解析を行った。また、ホモポーラ

型は、提案する MB と同様にシャフトの軸方向中央部に巻鉄心を配置している。表 3-2 は、

3 つの RMBの諸元を示す。表 3-2より、提案する RMB は、従来のホモポーラ型に対して、

磁石使用量を 7.86%まで大幅に低減できている。 

 図 3-13 は、ヘテロポーラ型 RMB、従来のホモポーラ型 RMB、提案する RMB のそれぞ

れにおける 3D-FEA による軸支持力に対する回転子に発生する鉄損の解析結果を示す。ただ

し、それぞれの RMB における定格電流の大きさと電流密度は 3.4.1 項で示した値で等しく

した。そして、ヘテロポーラ型 RMB は、提案する RMB と同様に、バイアス磁束を発生す

るために、定格電流の半分をバイアス電流として流し、残りの定格電流の半分を軸支持制

御電流分とし、式(3-1)、 (3-2)により電流値を算出している。また、回転速度は 20,000 rpm

で一定とした。提案する RMB の最大軸支持力は 8730 Nであり、ヘテロポーラ型の 8950 N、

そして、ホモポーラ型の 8698 N と比べても同程度の最大軸支持力を発生できている。一方、

回転子の鉄損は、発生できる軸支持力の全ての範囲において提案する MB がヘテロポーラ

型及びホモポーラ型に対して優れた低鉄損を実現できている。 

 図 3-14 は、無負荷時における 3 つの RMB のそれぞれのギャップ磁束密度分布を示す。

また、図 3-15は、回転速度 20,000 rpmの無負荷時における回転子鉄損のスペクトラムを示

す。そして、図 3-16 はそれぞれの RMB の回転子の鉄損密度分布を示す。この時、ヘテロ

ポーラ型と提案する RMB は、バイアス電流としてすべてのコイルに等しく定格電流の半分

のバイアス電流を流している。ヘテロポーラ型は、磁界が交番しており、磁束密度変化が

1.60 T と最大となり、低次成分のスペクトルが最も大きい。その結果、図 3-13 に示すよう

に回転子で発生する鉄損が 1539 Wと非常に大きな値になっている。また、ホモポーラ型は、

磁界は交番しないが、永久磁石によるバイアス磁束が大きく、磁束密度変化は 1.27 T と比

較的大きい。そのため、回転子に発生する鉄損は 784.2W とヘテロポーラ型に比べて半減で

きているもののまだ大きい。一方、提案する RMBは、磁界が交番しないことに加え、磁束

密度変化が 0.899 T と小さく、また、磁極間隙間に注目すると、ホモポーラ型は、図 3-2(c)

に示すように、ティースに巻線を巻くため磁極間の隙間が大きく、磁束密度が低下する角

度幅が 31.3 degであるのに対し、提案する RMB は磁極間隙間をより小さくすることができ

るため、磁束密度が低下する角度幅が 13.7 degと小さい。そのため、回転子の高調波鉄損が

小さく抑えられており、回転子の鉄損は、ヘテロポーラ型に対して、提案する RMB は 199.0 

Wと 87.1%も低減できている。さらに、ホモポーラ型に比べても、提案する RMBの回転子

鉄損が 74.6%も低減できている。このため、回転子の鉄損密度は、ヘテロポーラ型が 3080 W/L

と最も大きく、これまで低鉄損として知られていた従来のホモポーラ型でも 2745 W/Lと比

較的大きい。一方、提案する RMB は、1229 W/Lと小さく抑えられている。 
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 また、図 3-17は、軸支持力 8690 N一定におけるそれぞれの RMBにおける全損失の解析

結果を示す。全損失においても、提案する RMBの損失は 922.7 Wとなり、低損失として知

られていた従来のホモポーラ型の 1203 Wと比べて 23.3%低減できている。以上の結果から、

提案する RMB の有効性を 3D-FEA により、確認することができた。 
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homopolar

Stator external diameter 300 mm

Shaft length 160 mm

Rotor core diameter 172 mm

Gap 0.5 mm

Volume of 

permanent magnets
0 cm3 878.9 cm3 69.12 cm3

7.86%

表 3-2  各ラジアル磁気軸受の諸元 

図 3-13  軸支持力に対する回転子鉄損 
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図 3-14  無負荷時のギャップ磁束密度分布 

 

図 3-15  回転子鉄損スペクトル 
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図 3-16(a)  ヘテロポーラ型 RMB 

図 3-16  回転子鉄損密度 

図 3-16(b)  従来のホモポーラ型 RMB 

図 3-16(c)  提案する RMB 
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図 3-17  8690 N における一定の全損失比較 
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第 4 章 システムの組立性の向上かつワイドギャップに対応するた

めの円筒形回転子を備えた 3 軸能動制御型磁気軸受タイプ A と受動

型スラスト磁気軸受を活用した構造の提案及び検討 

 2.3.1 項で示したように、一般的な回転機システムにおけるディスク形回転子を用いたス

ラスト磁気軸受(TMB)は、大きなスラスト軸支持力を発生することができるが、ディスク形

回転子により組立性の悪さ等の問題がある。この問題を解決するために、先行研究[26]-[28]

において円筒形回転子を備えた TMBが提案されている。さらに加えて、これまで先行研究

[37]-[39]において、円筒形回転子でありながら軸支持力が発生しにくいワイドギャップに対

応するための検討もなされてきた。そこで、本章では、円筒形回転子を備えた TMB 及び先

行研究[37]-[39]を発展させ、2.3.2 項で示したシステム II に適用可能なシステムの組立性を

向上するために回転子全体を完全な円筒形としながらもワイドギャップで高スラスト負荷

に対応するために、円筒形回転子を備えた3軸能動制御型磁気軸受タイプA (R+TMB Type A) 

と受動型スラスト磁気軸受 (PTMB)を活用した構造の検討を行う。 

 

4.1 システムの組立性の向上かつワイドギャップに対応するための円筒形回

転子を備えた R+TMB Type A と受動型スラスト磁気軸受を活用した構造 

 図 4-1(a)は、システム組立性向上かつワイドギャップに対応するための円筒形回転子を備

えた R+TMB Type A と PTMB を活用した構造を備えた回転機システムを示す。 

 まず、図の左側である負荷側に、ユニット 1 として、半径方向の 2 軸の軸支持制御を行

うラジアル磁気軸受(RMB)用の固定子コア及び回転子コアと磁性体部材 S1及び R1、そして、

これらに挟み込まれるように固定子と回転子にそれぞれ配置される軸方向に着磁されたリ

ング状のバイアス永久磁石により構成される R+PTMB がある。図 4-1(b)は、R+PTMB 内に

ある 6突の RMB用固定子コアとその固定子コアに集中巻で巻かれている 2極のラジアル軸

支持巻線の巻線構成を示す。 

 また、反負荷側には、ユニット 2 として、軸方向の 1 軸の軸支持制御を行う能動型スラ

スト磁気軸受 (ATMB)と半径方向の 2軸の軸支持制御を行うRMBを軸方向に一体化した円

筒形回転子を備えた R+TMB Type A が配置されている。R+TMB Type A内の ATMB では、

コの字形の ATMB 用固定子コア内部にスラスト軸支持巻線が周方向に巻かれている。そし

て、R+TMB Type A 内の RMB は、図 4-1(b)に示す R+PTMBの RMBと同じ構造となってい

る。さらに、R+TMB Type A においても、軸方向に着磁されたリング状のバイアス永久磁石

が ATMB と RMB に挟み込まれるように固定子と回転子に配置されている。さらに、電動

機ユニットが、R+PTMBと R+TMB Type A の間に配置されている。また、円筒形回転子を

備えた R+TMB Type A により、回転子全体を完全な筒形とすることができる回転子全体が

完全な円筒形とすることができるため、2.3.1 項に示す一般的な回転機構成の複雑な組付が

不要となり、固定子を完全に組み立てた状態で回転子を負荷側から挿入して組み付けるこ
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とができる。従って、R+TMB Type A を用いた構造は、一般的な回転機システムの構造に比

べて、システムの組立性を大幅に向上できる。さらに、組立性の向上に伴い、回転子のバ

ランス取りのしやすさも改善できる。 

 しかし、R+TMB Type A の ATMB 機能だけでは、大容量コンプレッサなどによる高いス

ラスト外乱に対応することが難しい。そこで、R+PTMB 及び R+TMB Type Aに PTMB機能

を組み込むと同時に、新たに PTMBをユニット 3として反負荷側の右端に追加することで、

高スラスト外乱への対応を図る。従って、R+PTMB 及び R+TMB Type A の RMB 機能による

半径方向 4軸と、R+TMB Type A の ATMB機能による軸方向 1軸の計 5軸を能動的に制御

することに加え、R+PTMB、R+TMB Type A、PTMB の各ユニットにおける PTMB 機能によ

り、定常的なスラスト外乱とは逆方向に受動的なスラスト軸支持力を発生させる構造とな

っている。 
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図 4-1(b)  提案するシステムにおける RMB 部分の固定子 

図 4-1(a) 円筒形回転子を備えた R+TMB Type A と PTMB を活用した構造の断面図 

b
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図 4-1  円筒形回転子を備えた R+TMB Type A と PTMB を活用したシステム構造図 
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4.2 軸支持力発生原理 

4.2.1 ラジアル軸支持力の発生原理 
図 4-2は、R+TMB Type A 及び R+PTMBの RMB機能におけるラジアル軸支持力の発生原

理を示す。ここで、図中の a, b 軸は固定子座標上に固定された直交座標である。そして、

ラジアル軸支持巻線 Ns2a, Ns2bは、2極の三相巻線に 3 相/2相変換を施した固定子座標上の等

価二相巻線を示す。まず、R+TMB Type A 及び R+PTMBの RMB用固定子において、固定子

と回転子にそれぞれ配置されているバイアス永久磁石によって発生するバイアス磁束mag

が回転子中心から放射状に固定子に流れ込む。また、ラジアル軸支持巻線 Ns2b に直流電流

を流し、2 極のラジアル軸支持磁束s2bを発生させる。その結果、回転子のギャップ上部で

は、mag とs2b の向きが同じため磁束が強め合う。一方、回転子のギャップ下部では、mag

とs2bの向きが逆のため磁束が弱め合う。このような磁束密度の粗密により、b 軸正方向の

軸支持力 Fbが発生する。b 軸負方向に軸支持力 Fbを発生する場合は、Ns2bに図とは逆向き

の直流電流を流せば良い。同様に、a 軸方向の軸支持力 Fa を発生する場合は、ラジアル軸

支持巻線 Ns2aに直流電流を流せば良い。 

図 4-2  ラジアル軸支持力発生原理 
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4.2.2 スラスト軸支持力の発生原理 

図 4-3は、各ユニットにおける受動的なスラスト軸支持力の発生原理を示す。まず、図 4-3(a)

に示すように、ユニット 1 の R+PTMB では、固定子側と回転子側に設置してあるバイアス

永久磁石によって、バイアス磁束mag1が発生している。そこで、図 4-3(b)に示すように、回

転子磁性体部材 R1と固定子磁性体部材 S1を軸方向にずらして配置することで、mag1がギャ

ップ部分で軸方向に傾いて流れるため、回転子磁性体部材 R1に磁気吸引力が発生する。こ

の磁気吸引力は、ベクトル分解すると、半径方向の磁気吸引力と軸方向の磁気吸引力にな

る。図 4-3(c)に示すように、半径方向の磁気吸引力は、回転子磁性体 R1 まわりにおいて等

しいため、キャンセルされる。そして、軸方向の磁気吸引力が、z軸正方向の受動的なスラ

スト軸支持力 Fz1pとなる。また、ユニット 2の R+TMB Type A では、図 4-3(d)に示すように、

コの字型の ATMB 用固定子コア S2において、バイアス磁束mag2が二手に分流して、ATMB

用回転子コア R2に流れ込む。ユニット 3の PTMBでは、回転子の右側にギャップを介して

2 個のリング形状のバイアス永久磁石を配置し、このバイアス永久磁石に対向するように、

回転子の右端に磁性体を配置することで、受動的なスラスト軸支持力 Fz3pを z軸正方向に発

生させている。 

次に、図 4-4は、能動的なスラスト軸支持力の発生原理を示す。定格運転時には、スラス

ト軸支持巻線 Nzに図の向きに直流電流を流すと、スラスト軸支持磁束szが図に示すように

発生する。この時、図 4-4(b)に示すように、mag2とszが干渉することにより、ATMB 部分

の右側ギャップ部分では磁束が強め合い、左側ギャップ部分では磁束が弱め合うため、z軸

正方向に能動的なスラスト軸支持力 Fz2aが発生する。一方、始動時には、z軸負方向にスラ

スト軸支持力 Fz2aを発生する場合は、スラスト軸支持巻線 Nzに図とは逆向きの直流電流を

流せば良い。この能動的なスラスト軸支持力 Fz2aにより受動的な軸支持力を打ち消すことで、

始動が可能となる。 

従って、全体のスラスト軸支持力 Fzは式(4-1)となる。 

      pzazpzz FFFF 321  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4-1) 
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図 4-3(a)  構造全体での受動的なスラスト軸支持力 

図 4-3(b)  R+PTMB の受動的なスラスト軸支持力 Fz1p 
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図 4-3  受動的なスラスト軸支持力発生原理 
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図 4-3(d)  R+TMB Type A の TMB部分の磁束の流れ 

図 4-3(c)  R+PTMBの回転子磁性体 R1及び固定子磁性体 S1の軸方向断面図 
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図 4-4(a)  構造全体におけるスラスト軸支持力発生原理 

図 4-4(b)  ATMB部分のスラスト軸支持力発生原理 

図 4-4  能動的なスラスト軸支持力発生原理 
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4.3 試作機と実験システム及び制御系 

4.3.1 製作した試作機及び実験システム 

 これまでに、文献[39]において、提案する R+TMB Type A の有効性を 3D-FEA により示し

ている。そこで、実験室で提案する R+TMB Type A の検証試験を行うために、ポンプアプ

リケーションに適用し、図 4-5(a)に示す提案するR+TMB Type Aを備えた試作機を製作した。

ポンプアプリケーションとすることで、ワイドギャップかつ高スラスト負荷を再現するこ

とができる。図 4-6は、水中においてポンプ動作させ、非接触軸支持運転を行うために、組

み上げた試作機の写真である。そのため、回転子は、図 4-5(b)に示すようにテフロン樹脂の

隔壁で覆われており、さらに、固定子内面もテフロン樹脂の隔壁が設けられているため、

磁気ギャップ長は 6 mmとワイドギャップである。また、表 4-1は試作機の諸元を示す。図

4-1(b)に示すラジアル制御用固定子に集中巻で巻かれている 6つのラジアル軸支持巻線コイ

ルは、それぞれ、0.65，4並列，200ターンである。また、U 相、V 相、W相において、そ

れぞれ 2 つの巻線コイルが直列に接続されている。また、スラスト制御用固定子に周方向

に巻かれているスラスト軸支持巻線は、 0.65，6並列，410ターンである。 

 また、回転子のラジアル方向及びスラスト方向変位を計測するためのギャップセンサは、

図 4-5(a)に示す電子応用(株)製の渦電流式ギャップセンサ PU-20 を用いる。ここで、ラジア

ル方向（a軸及び b軸）のギャップセンサ出力は、200 μm/Vとなるよう調整した。さらに、

電動機制御に用いる回転角度の検出には、ホール素子を用いる。 

図 4-7は、実験システムのインバータ・制御ボード及び測定器の配置構成を示す。本実験

システムは、2つの DSP ボード(My Way(株)製 PE-PRO F28335)を用いて制御計算を行う。1

つの DSP ボードでは 4 軸のラジアル軸支持制御のための制御計算を行い、さらにもう 1 つ

のDSPボードでは 1軸のスラスト軸支持制御及び電動機速度制御の 2つの制御計算を行う。

また、ラジアル軸支持及びスラスト軸支持、そして、電動機の電流制御用インバータとし

て、それぞれMy Way(株)製の MWINV-5R022 (インバータ容量 5 kVA)を使用した。 

回転子の垂直・水平方向の変位は、ギャップセンサボードからの信号をオシロスコープ(横

河電機(株)製)へ入力することにより確認する。さらに、パワーメータ(横河電機(株)製 

WT1600)を各インバータと巻線の間に設置することで、リアルタイムに電流・電力を測定す

る構成となっている。 

また、図 4-8は、使用した実験システムの概要を示す。ギャップセンサで検出した水平・

垂直方向の回転子の位置、及び、電流センサで検出した電流値を、インターフェースボー

ドを介して、AD 変換することにより制御ボードへ取り込み制御を行う。 
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図 4-5(a)  円筒形回転子を備えた R+TMB Type A と PTMB を活用した試作機の固定子 

図 4-5(b)  円筒形回転子を備えた R+TMB Type Aと PTMBを活用した 

試作機の回転子の様子 

表 4-1  円筒形回転子を備えた R+TMB Type A と PTMB を活用した試作機の諸元 

Gap length 6 mm

External radius of Stator 115 mm

External radius of Rotor 41 mm

Length of  Stator 310.1 mm

Shaft length of  Rotor 270 mm

Motor windings 
3-phase, 6-pole, 0.6, 11-parallels,

74turns 9coils, 4.5 A/mm2

Radial suspension windings 
3-phase, 2-pole, 0.65, 4-parallels,

200 turns 6 coils, 7.0 A/mm2

Thrust suspension windings 
0.65, 6-parallels

410 turns 1 coil, 5.0 A/mm2

Target radial suspension force of the shaft tip 69 N

Target thrust suspension force 684 N

図 4-5  円筒形回転子を備えた R+TMB Type A と PTMB を活用した試作機 
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図 4-6  水中での試験のための円筒形回転子を備えた R+TMB Type A と 

PTMB を活用した構造を備えた試作機 

図 4-7 実験システムのインバータ・コントローラ及び測定器の様子 
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図 4-8  実験システムの概要 
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4.3.2 ラジアル軸支持制御系 

図 4-9は、回転子のラジアル方向（水平及び垂直方向）の浮上位置を制御するラジアル軸

支持制御系を示す。ここで、a, b軸はセンサ位置に固定された座標系(固定子座標系)である。

また、ラジアル軸支持力係数 kfrは、軸支持電流に対する軸支持力の傾き、すなわち、比例

係数である。 

まず、位置制御部では、回転子の水平及び垂直方向の変位 a, b をギャップセンサにより

検出し、位置制御指令値 a*, b*との偏差を算出する。算出した偏差から PID 制御器により、

ラジアル軸支持力の指令値 Fa
*，Fb

*を作成する。そして、この軸支持指令値 Fa
*，Fb

*と軸支

持力係数 kfrから式(4-2)に示すラジアル軸支持電流の変調式を用いて、ab座標系におけるラ

ジアル軸支持電流指令値 ia
*，ib

*を算出する。 

 電流制御部では、電流検出モジュールにより検出した U 相電流 is2u及び W 相電流 is2wか

ら 3相電流 is2u, is2v, is2wを求める。そして、3相電流に対して三相二相変換を行うことで固定

子座標系における等価二相電流 is2a，is2bを算出する。固定座標系における等価二相電流 is2a，

is2bとラジアル軸支持電流指令値 is2a
*，is2a

*から偏差を計算し、その偏差から PI 制御器によ

り、電圧指令値 vs2a
*，vs2b

*を作成する。電圧指令値 vs2a
*，vs2b

*に二相三相変換を施し、三相

の電圧指令値 vs4u
*，vs4v

*，vs4w
*を作成する。この電圧指令値を三角波比較方式によって、PWM

インバータのスイッチングパルスに変換し、軸支持巻線に指令値通りの電流を流す。 

frbbsfraas kFikFi /,/ 22   ・・・・・・・・・・・・・(4-2) 
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図 4-9  ラジアル軸支持制御系 
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4.3.3 スラスト軸支持制御系 

本実験システムでは、1 台の三相インバータでスラスト軸支持制御系の電流制御を行うた

め、図 4-10に示すように、三相インバータとスラスト軸支持巻線 Nz,を接続する。 

図 4-11 は、回転子のスラスト方向（軸方向）の浮上位置を制御するスラスト軸支持制御

系を示す。スラスト軸支持力係数 kfzは、軸支持電流に対する軸支持力の傾き、すなわち、

比例係数である。 

まず、位置制御部では、回転子のスラスト方向の変位 z をギャップセンサにより検出し、

位置制御指令値 z*との偏差を算出する。算出した偏差から PID 制御器により、スラスト軸

支持力の指令値 Fz
*を作成する。そして、この軸支持指令値 Fz

*と軸支持力係数 kfzから式(4-3)

に示すスラスト軸支持電流の変調式を用いて、軸支持電流指令値 isz
*を導く。 

 電流制御部では、まず、電流検出モジュールにより検出した U 相電流を iszとする。検出

したスラスト電流 iszとスラスト電流指令値 isz
*との偏差を計算し、その偏差から PI制御器に

より、インバータ指令値となる U 相及び V相の電圧指令値 vu
*，vv

*が作成される。また、イ

ンバータのW相は使用しないため、W相電圧指令値は、vw
* = 0 V とする。この電圧指令値

を三角波比較方式によって、PWMインバータのスイッチングパルスに変換し、スラスト軸

支持巻線に指令値通りの電流を流す。 

fzzsz kFi / ・・・・・・・・・・・・・・・・・(4-3)

図 4-10  スラスト軸支持巻線の接続 

U V WNz

Vdc
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PU PV PW

NU NV NW

+ -
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図 4-11 スラスト軸支持制御系 
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4.4 試作機による検証試験 

4.4.1 試作機によるラジアル軸支持力特性試験 

 まず、図 4-12(a)はラジアル軸支持特性試験の実験システムの模擬図を示し、図 4-12(b)は

実際のラジアル軸支持力特性試験の様子を示す。負荷側の回転子先端に、ばねばかりとタ

ーンバックルを用いて垂直方向のラジアル荷重をかける。 

 図 4-13 は、ラジアル軸支持力の算出方法を示す。各ユニットに作用するラジアル軸支持

力を算出するために、図 4-13より、R+PTMB及び R+TMB Type A のそれぞれの RMB 用回

転子コアの幾何中心周りのモーメントを考えることで、各ユニットにおけるラジアル軸支

持力を求める式(4-5)及び式(4-7)が得られる。 

R+PTMBの RMB用回転子コアの幾何中心周りのモーメントの釣り合いより、 

     Fw ( lw + l12 – lx – lf ) + F1( l12 – 2lx ) = 0・・・・・・・・・・・・・(4-4) 

が得られる。そして、得られた式(4-4)を R+PTMB のラジアル軸支持力 Fa1について解くこ

とにより、ラジアル軸支持力の算出である式(4-5)が得られる。 

   w

x

fxw
F

ll

llll
F

212

12

1
-

--
- ・・・・・・・・・・・・(4-5) 

また、R+TMB Type Aの RMB 用回転子の幾何中心周りのモーメントの釣り合いより 

Fw ( lw + lx – lf ) = F2( l12 – 2lx )                        (4-6) 

が得られる。得られた式(4-6)を R+TMB Type A のラジアル軸支持力 Fa2について解くことに

より、ラジアル軸支持力の算出である式(4-7)が得られる。 

   w

x

fxw
F

ll

lll
F

212

2
-

-
 ・・・・・・・・・・・・・・(4-7) 

 

図 4-14及び図 4-15に、R+PTMB及び R+TMB Type A における RMB 機能のラジアル軸支

持力と軸支持電流の実験結果を示す。ただし、ラジアル軸支持力係数 kfrは、図 4-14及び図

4-15 に示すラジアル軸支持力とラジアル軸支持電流の実験結果を 1 次近似することで求め

た傾きである。そして、各ユニットにおけるラジアル軸支持力の目標値であるが、インペ

ラ端で 69 N を発生することが要求仕様であるため、各ユニットにおいて 146 Nのラジアル

軸支持力を発生することが求められる。この 146 N という値は、インペラ端に掛かる外乱力

と、重心点における回転子自重を支えるために必要となる各ユニットにおける軸支持力を、

モーメントのつり合いより求めた値である。そして、これまでの経験から設計の際に安全

率を考慮して、146 Nの 150%である 219 N を各ユニットにおける目標値とした。 

実験結果より、R+PTMBのラジアル軸支持力係数 kfrは 26.6 N/A となり、R+TMB Type A

のラジアル軸支持力係数 kfrは36.4 N/Aとなっている。R+TMB Type A側がR+PTMB側より、

1.37倍もの大きな軸支持力を発生できる結果となっているが、これは、図4-3に示すように、

R+TMB Type A 側の回転子側のバイアス永久磁石が能動的なスラスト軸支持力を発生する

ために、R+PTMB 側よりも大きくなっているため、R+TMB Type A のバイアス磁束の方が強
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くなり、その強さに比例してラジアル軸支持力も大きくなったと考えられる。また、ラジ

アル軸支持力の要求仕様 219 N を発生するのに必要な軸支持電流は、R+PTMBが 8.23 Aと

なり定格電流の 72.2%であり、R+TMB Type A が 6.02 Aとなり定格電流の 52.8%である。従

って、R+PTMB と R+TMB Type A は、共にラジアル軸支持力に大きな余裕があるため、タ

ッチダウン状態からの浮上スタートも容易である。 

図 4-12(b)  軸支持力特性試験の実際の様子 

V
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図 4-12  ラジアル軸支持力特性試験 
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図 4-12(a)  軸支持力特性試験の概略図 
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図 4-13  ラジアル軸支持力算出方法 
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図 4-14 R+PTMB における RMB機能のラジアル軸支持力特性試験結果 

図 4-15  R+TMB Type A における RMB 機能のラジアル軸支持力特性試験結果 
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4.4.2 試作機によるスラスト軸支持力特性試験 

 まず、図 4-16(a)はスラスト軸支持特性試験の実験システムの模擬図を示し、図 4-16(b)は、

実際のスラスト軸支持力特性試験の様子を示す。ばねばかりとターンバックルを用いて回

転子に対して軸方向の荷重をかける。 

図 4-17は、スラスト軸支持力と軸支持電流の実験結果を示し、図 4-16から１次近似によ

り求めたスラスト軸支持力係数 kfzを示す。 

提案する R+TMB Type A の能動的なスラスト軸支持力の係数は、48.9 N/Aとなった。ま

た、受動的なスラスト軸支持力を発生できており、スラスト軸支持電流 iszが 0 A の時の実

験結果から 239 Nであることがわかる。この結果、提案する R+TMB Type Aに加えて PTMB

を活用した構造のスラスト軸支持力は、受動的なスラスト軸支持力により底上げされるた

め、定格電流値において、要求仕様である 684 Nを上回る 729 Nの最大スラスト軸支持力を

発生できることが予想される。 

以上の結果より、提案構造は、高スラスト負荷に対応できるスラスト軸支持力の高軸支

持力を達成している。さらに、負の電流を流すことにより、能動的なスラスト軸支持力は

受動的なスラスト軸支持力を打ち消すことができている。 

図 4-16(a)  スラスト軸支持特性試験の概略図 

Fixed Thrust load

Spring balanceTurnbuckle Wire
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図 4-16(b)  スラスト軸支持特性試験の実際の様子 

図 4-17 スラスト軸支持特性試験結果 
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4.4.3 水中における非接触軸支持運転試験 

 まず、水中におけるタッチダウン状態からの静止浮上試験を行った。図 4-18 は、その際

の様子を測定したものである。図 4-18(a)は、ラジアル方向の変位波形を示している。ラジ

アル軸支持力に十分な余裕があるため、b軸負方向に 1 mm偏心した状態から問題なく静止

浮上できている。図 4-18(b)は、スラスト方向の変位波形を示しており、受動的なスラスト

軸支持力を打ち消したうえで、タッチダウン状態から問題なく静止浮上できている。 

 次に、水中におけるポンプ動作時の非接触軸支持運転試験を行った。図 4-19 は、回転速

度 2,000 rpmでのラジアル方向(a, b 軸)及びスラスト方向(z 軸)の変位波形を示す。ラジアル

方向はタッチダウン幅 1 mmに対し、回転に同期した振れ回りが 400 μm以下に収まり、安

定に軸支持運転できている。そして、スラスト方向についてもタッチダウン幅 1.8 mmに対

し、80 μm以下で安定した軸支持運転ができている。以上の結果より、提案する R+TMB Type 

A に加えて PTMB を活用した構造を備えた試作機による水中における安定な非接回転触軸

支持運転を実現できた。 
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図 4-18(a)  ラジアル方向の静止浮上波形 

図 4-18(b)  スラスト方向の静止浮上波形 

図 4-18  静止浮上試験結果 

図 4-19  水中における 2,000 rpmでの非接触軸支持運転試験 
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第 5 章 回転機システムの小型化のための提案する円筒形回転子を

備えた 3軸能動制御型磁気軸受タイプ Bの検討 

 本章では、円筒形回転子を備えた 3軸能動制御型磁気軸受タイプ B (R+TMB Type B)の検

討を行う。提案する R+TMB Type B は、システム Iの R+TMB Type A を発展させ、通常のギ

ャップ長においてシステムを小型化するための構造である。まず、R+TMB Type B ver1 では、

提案する円筒形回転子を備えた R+TMB Type B が RMB 及び TMBとして十分な静的及び動

的な軸支持特性を備えていることを、R+TMB Type B ver1 を備えた試作機を用いた特性試験

により検証する。さらに、R+TMB Type B ver2では、R+TMB Type B の実用化を推し進める

ために、R+TMB Type B の固定子組立性を向上させるとともに回転子鉄損を低減するための

構造の提案及び検討を 3D-FEA により行う。 

 

5.1 回転機システムの小型化のための提案する円筒形回転子を備えた R+TMB 

Type B ver1 の構造 

 図 5-1は、提案している円筒形回転子を備えた R+TMB Type B ver1の構造を示す。まず、

図 5-1(a)に示すように、ラジアル方向（垂直・水平方向）の 2軸を制御するためのラジアル

制御用固定子が R+TMB Type B ver1の一番内側に設置されている。このラジアル固定子は、

図 5-1(b)に示すように、ラジアル固定子コアの 4 個の突部にそれぞれ 2 組のラジアル巻線

Nx1, Nx2及び Ny1, Ny2が集中巻で巻かれている。そして、2組のラジアル巻線 Nx1, Nx2及び Ny1, 

Ny2 は、それぞれ直列に接続されている。また、図 5-1(c)に示すように、ラジアル制御用固

定子のバックヨーク部分は、スラスト方向(z 軸方向)に向き合うようにスラスト方向に着磁

されたバイアス永久磁石によって挟み込まれている。さらに、ラジアル固定子とバイアス

永久磁石を覆うように、コの字形の断面をもつスラスト固定子コアが一番外側に設置され

ている。また、スラスト固定子コアのコの字型断面の一番内側には、周方向に同じ向きに

巻かれたスラスト巻線 Nz1, Nz2が軸方向に 2 つに分割配置されている。そして、2 つのスラ

スト巻線 Nz1, Nz2は、直列に接続されている。以上の固定子構造により、3 軸能動制御型磁

気軸受の軸長が短縮できるため、回転機システムの小型化を図ることができる。 

 一方、回転子は、システム IIの電動機や RMB と同じ径を持つ非常にシンプルな円筒形状

となっている。さらに、図 5-1(c)に示すように、回転子の両端部とスラスト固定子コアの内

側端部で適切な重なりを設けている。この適切な重なりにより、運転時に回転子が僅かに

スラスト方向に移動しても、ほぼ一定のスラスト軸支持力を発生することができる。 

 また、バイアス永久磁石によるバイアス磁束magは、スラスト固定子コア、円筒形回転子

コア、そして、ラジアル固定子コアの順に流れるため、スラスト方向に対して図 5-1(c)に示

すように発生する。このバイアス磁束magは、ラジアル固定子コア内において、図 5-1(d)に

示すようにラジアル固定子コアの外側へ放射方向に流れる。そして、表 5-1は、各部の材質

を示す。 



第 5章 回転機システムの小型化のための R+TMB Type Bの検討 

 

60 

 

 

図 5-1(a)  提案する円筒形回転子を備えた R+TMB Type B ver1の分解図 

図 5-1(b)  R+TMB Type B ver1のラジアル固定子 
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図 5-1(d)  R+TMB Type B ver1 の軸方向断面図 

図 5-1  提案する円筒形回転子を備えた R+TMB Type B ver1 

図 5-1(c)  R+TMB Type B ver1の半径方向断面図 
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5.2 提案する R+TMB Type B ver1 における軸支持力発生原理 

5.2.1 R+TMB Type B ver1 におけるラジアル軸支持力発生原理 

 図 5-2 は、水平方向(a 軸方向)の軸支持力(ラジアル軸支持力)Faの発生原理を示す。図中

の x, y 軸はラジアル固定子の巻線位置を基準とした固定子座標上に固定された直交座標で

ある。さらに、a, b軸はラジアル固定子のラジアル巻線スロット位置を基準とした固定子座

標上に固定された直交座標である。図 5-2(d)に示すように、バイアス永久磁石によって、ラ

ジアル固定子コアでは、回転子からラジアル固定子コアに向かって放射状にバイアス磁束

magが発生している。このとき、直列に接続されている x 軸ラジアル巻線 Nx1, Nx2に正の直

流電流 ixを流すと、2 極のラジアル磁束xが発生する。この結果、x 軸正方向のギャップ部

分では、バイアス磁束magとラジアル磁束xの向きが同じとなるため、磁束が強め合い、ギ

ャップ磁束密度が増加する。一方、x軸負方向のギャップ部分では、バイアス磁束magとラ

ジアル磁束xの向きが逆向きとなるため、磁束は弱め合い、ギャップ磁束密度は減少する。

このため、x軸上においてギャップ磁束密度の粗密が発生し、x軸正方向の軸支持力 Fxが発

生する。同様に、y 軸ラジアル巻線 Ny1, Ny2に負の直流電流 iyを流すことで y 軸負方向の軸

支持力 Fyが発生できる。その結果、それぞれのラジアル巻線 Nx1, Nx2及び Ny1, Ny2が作り出

す磁束により発生した軸支持力 Fx, Fyをベクトル合成することにより a軸正方向の軸支持力

Faが発生できる。以上に示すように、ラジアル軸支持力 Fx，Fyをベクトル合成することで、

任意の方向と大きさのラジアル方向の軸支持力を発生できる。 

表 5-1  提案する円筒形回転子を備えた R+TMB Type B ver1の各部材質 

Radial stator core 35JN300 / Laminated core

Thrust stator core S45C / Bulk core

Cylindrical rotor core S45C / Bulk core

Bias permanent magnet NMX-38VH

Magnetic material 35JN300 / Laminated core
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5.2.2 R+TMB Type B ver1 におけるスラスト軸支持力発生原理 

 図 5-3は、スラスト方向(z軸方向)の軸支持力(スラスト軸支持力)Fzの発生原理を示す。ス

ラスト固定子コアにおいて、バイアス磁束magは、コの字型固定子の先端部分から回転子に

向かって発生している。この結果、バイアス磁束magは、図に示すように、スラスト方向に

円筒形回転子の表面を S-N-S の順番に励磁する。このとき、直列に接続されているスラス

ト巻線 Nz1, Nz2に直流電流 izを流すと、スラスト磁束zが図に示すように発生する。これに

より、円筒形回転子の左側ギャップ部分では、バイアス磁束magとスラスト磁束zの向きが

同じであるため、磁束が強め合い、ギャップ磁束密度が増加する。一方、円筒形回転子の

右側ギャップ部分では、バイアス磁束magとスラスト磁束zの向きが逆向きとなるため、磁

束が弱め合い、ギャップ磁束密度は減少する。そして、回転子の軸方向の両端において、

ギャップ磁束密度の粗密が生じ、その結果、z軸正方向のスラスト軸支持力 Fzが発生できる。

また、負の直流電流 izを流すことで、回転子の軸方向の両端における磁束密度の粗密関係が

逆となり、z軸負方向のスラスト軸支持力 Fzを発生することができる。これにより、z軸方

向に任意の大きさのスラスト軸支持力 Fzを発生できる。 

以上の軸支持力発生原理より、提案する R+TMB Type B ver1は、ラジアル方向 2軸、ス

ラスト方向 1 軸の計 3 軸方向に軸支持力を任意に発生できることから、ラジアル方向 2 軸

を能動的に制御するRMBとスラスト方向 1軸を能動的に制御するTMBの機能を併せ持つ。

加えて、ラジアル軸支持力及びスラスト軸支持力を発生させるラジアル磁束とスラスト磁

束は、磁気抵抗の大きな永久磁石を通過しないため、ラジアル軸支持力及びスラスト軸支

持力が効果的に発生できるという特性も備えている。 
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図 5-3  R+TMB Type B ver1のスラスト軸支持力発生原理 
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5.3 提案する R+TMB Type B ver1 を備えた試作機と実験システム及び制御系 

これまでに我々の研究グループでは、先行研究[30]において、5.2 節の軸支持力発生原理

に基づいて、3D-FEA を用いて十分な軸支持力が発生できる可能性があることを示している。

そこで図5-1に示す提案する円筒形回転子を備えたR+TMB Type B ver1を用いた試作機を実

際に製作した。そして、実機による検証試験を行うための実験システムの製作を行ったの

でその概要を示す。また、ラジアル軸支持制御系について説明する。スラスト軸支持制御

系は、第 4章の R+TMB Type A に用いた制御系と同様である。 

 

5.3.1 R+TMB Type B ver1 を備えた試作機及び実験システム 

 図 5-4に示す試作機は、提案する R+TMB Type B ver1 及び第 6章で示す BelMを備えてお

り、図 5-5の回転子に示されるように 2.3.4項において示したシステム IIの構成をとってい

る。図 5-6は、試作機の R+TMB Type B ver1 の固定子の様子を示す。また、製作した試作機

の定格速度は、30,000 rpmとしている。表 5-2は R+TMB Type B ver1試作機の諸元を示す。

図 5-1(b)に示すラジアル固定子コアに集中巻で巻かれているラジアル巻線 Nx1, Nx2及び Ny1, 

Ny2は、それぞれ、0.65，3 並列，40 ターンである。また、図 5-1(c)に示すスラスト固定子

コアに周方向に巻かれている 2つのスラスト巻線 Nz1, Nz2は、それぞれ、0.8，2並列，100

ターンである。また、回転子の半径方向の可動幅（タッチダウン幅）は、タッチダウンベ

アリングにより、200 μmに制限されている。ここで、R+TMB Type B ver1 のギャップ長が

1.0 mmであるため、タッチダウン状態でも回転子と固定子が接触することはない。さらに、

スラスト方向（z軸方向）のタッチダウン幅は、1.0 mmに制限されている。 

 また、回転子のラジアル方向変位を計測するためのセンサは、電子応用(株)製の差動タイ

プの渦電流式ギャップセンサ PU-05を用いる。ここで、まず、ラジアル方向（a軸及び b軸）

のギャップセンサ出力は、図 5-7 のセンサアンプにより、100 μm/V となるよう調整した。

一方、回転子のスラスト方向変位を計測するためのセンサは、電子応用(株)製の片側で検出

するタイプの渦電流式ギャップセンサ PU-07を用いる。ここで、スラスト方向（z軸方向）

のギャップセンサ出力は、センサアンプにより、400 μm/V となるよう調整した。 

さらに、R+TMB Type B ver1のラジアル軸支持制御に適用するトラッキングフィルタや

BelM の電動機・軸支持制御に用いる回転角度の検出は、図 5-8 に示す、ロータリエンコー

ダスリット板及び 2 つのフォトインタラプタを用いる。ロータリエンコーダの信号は 2 つ

のフォトインタラプタにより、1回転で 90°だけ位相がずれた 2種類の 60パルスの信号（A

相と B 相）が発生する。そして、2つの信号の立ち上がり及び立ち下がりでカウントされる

（4逓倍する）ため、1回転で 240カウントとなり、角度検出の分解能は 1.5°となる。また、

Z相は角度検出のリセット信号となる。 

図 5-9 は、実験システムのインバータ・制御ボード及び測定器の配置構成を示す。まず、

ラジアル軸支持制御及びスラスト軸支持制御の 2つの制御計算は、１つの DSP ボード（My 

Way(株)製 PE-PRO F28335 A）を用いて行う。また、ラジアル軸支持及びスラスト軸支持の
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電流制御用インバータとしそれぞれ My Way(株)製の MWINV-4R222 (インバータ容量 4.2 

kVA)を使用した。 

回転子の垂直・水平方向の変位は、ギャップセンサボードからの信号をオシロスコープ(横

河電機(株)製)へ入力することにより確認する。さらに、パワーメータ(横河電機(株)製 

WT1600)を各インバータと巻線の間に設置することで、リアルタイムに電流・電力を測定す

る構成となっている。 

また、図 5-10 は、実験システムの概要を示す。ギャップセンサで検出した水平・垂直方

向の回転子の位置、及び、電流センサで検出した電流値を、インターフェースボードを介

して、AD変換することにより制御ボードへ取り込み制御する。 

本実験システムにおいて、ラジアル巻線 Nx1, Nx2及び Ny1, Ny2は、1台の 3相インバータで

ラジアル軸支持制御系の電流制御を行うため、図 5-11 に示すように、インバータへ接続す

る。ここで、V 相を基準電位相として、U 相に x 軸巻線 Nx1, Nx2、W 相に y 軸巻線 Ny1, Ny2

を結線している。一方、2つのスラスト巻線 Nz1, Nz2は、1台の 3相インバータでスラスト軸

支持制御系の電流制御を行うため、図 5-12に示すように、インバータへ接続する。 

図 5-4  提案する R+TMB Type B ver1 を備えた試作機 

R+TMB Type B ver1
BelM

Thrust

sensor
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図 5-6  提案する R+TMB Type B ver1を備えた試作機の R+TMB Type B ver1 部固定子 
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MB
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rotor Radial 
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図 5-5  提案する R+TMB Type B ver1を備えた試作機の回転子 
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Radial stator external diameter 122 mm

Radial stator length 14 mm

Thrust stator external diameter 155 mm

Thrust stator length 67 mm

Cylindrical rotor diameter 78 mm

Length of cylindrical rotor 41mm

Radial suspension windings
φ0.65 mm, 3-parallels , 

40turns 4coils , 5.0A/mm 2

Thrust suspension windings
φ0.8 mm, 2-parallels , 

100turns 2coils , 5.0A/mm 2

Gap 1.0 mm

表 5-2  提案する R+TMB Type B ver1の各寸法 

図 5-7 ギャップセンサボード 
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図 5-9 実験システムの外観 
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図 5-8 角度検出のためのロータリエンコーダ及びフォトインタラプタ 
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図 5-10 実験システムの概要 
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図 5-12 スラスト巻線と軸支持 3相インバータの接続 

図 5-11 ラジアル巻線と軸支持 3 相インバータの接続 
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5.3.2 R+TMB Type B ver1 のラジアル軸支持制御系 

図 5-13 は、回転子のラジアル方向（水平及び垂直方向）の浮上位置を制御するラジアル

軸支持制御系を示す。ここで、a, b軸はセンサ位置に固定された座標系(固定子座標系)であ

り、x, y軸は巻線位置に固定された座標系である。また、ラジアル軸支持力係数 kaは、軸支

持電流に対する軸支持力の直線の傾きである。 

まず、位置制御部では、10,000 rpmまでの低速回転の場合、回転子の水平及び垂直方向の

変位 a, bをギャップセンサにより検出し、位置制御指令値 a*, b*との偏差を算出する。算出

した偏差から PID 制御器により、ラジアル軸支持力の指令値 Fa
*，Fb

*を作成する。そして、

この軸支持指令値 Fa
*，Fb

*と軸支持力係数 kaから軸支持電流変調式(5-1)を用いて、ab 座標

系におけるラジアル軸支持電流指令値 ia
*，ib

*を導く。さらに、ia
*，ib

*に対して回転角度 45°

で回転座標変換を施すことで、xy座標系における電流指令値 ix
*，iy

*を算出する。 

また、10,000 rpm以上の高速回転の場合、ラジアル軸支持制御にトラッキングフィルタを

適用する。10,000 rpm以上の高速回転では、回転子の慣性が大きくなるため、回転に同期し

た振れ回りを抑制する軸支持力が外乱力となってしまう。このため、振れ回り周波数成分

の制御ゲインを抑える必要がある。そこで、まず、トラッキングフィルタにより回転に同

期した振れ回り周波数成分のみを抽出する。トラッキングフィルタでは、検出した変位 a, b

に回転角度 θで dq 変換を施すことで、回転に同期した周波数成分が直流成分となる adq, bdq

となる。そこで、adq, bdqに対してローパスフィルタ(LPF)をかけることで直流成分のみ抽出

し、さらに、回転角度 θで逆 dq変換を施すことで回転に同期した周波数成分のみの変位 atr, 

btr を抽出することができる。そして、抽出した変位の振れ回り周波数成分 atr, btr をゲイン

ktr倍し、検出した変位 a, bから差し引くことで、回転に同期した周波数成分のみが ktrの割

合で減少された変位 a’, b’が得られる。このことにより、回転に同期した周波数成分の軸支

持制御ゲインを小さくし、不要な軸支持電流を流さないようにする。そして、このトラッ

キングフィルタをかけた変位 a’, b’でフィードバックをかけることで位置制御を行う。また、

トラッキングフィルタのゲイン ktrは、回転速度により変化させている。 

 電流制御部では、まず、電流検出モジュールにより検出した U 相電流を ix、W 相電流を

iyとする。検出した xy座標系におけるラジアル軸支持電流 ix，iyとラジアル軸支持電流指令

値 ix
*，iy

*との偏差を計算し、その偏差から PI制御器により、インバータ指令値となる U 相

及びW相の電圧指令値 vx
* (vru

*)，vy
*(vrw

*)が作成される。また、インバータの V 相は基準電

位となるため、V相電圧指令値は、vrv
* = 0 V 一定で固定子する。この電圧指令値を三角波

比較方式によって、PWMインバータのスイッチングパルスに変換し、ラジアル軸支持巻線

に指令値通りの電流を流す。 

fbbfaa kFikFi /,/  ・・・・・・・・・・・・・・・・(5-1) 
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図 5-13 ラジアル軸支持制御系ブロック線図 
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5.4 提案する R+TMB Type B ver1 を備えた試作機による軸支持力特性試験 

5.4.1 R+TMB Type B ver1 のラジアル軸支持力特性試験 

 まず、図 5-14(a)はラジアル軸支持特性試験の実験システムの模擬図を示し、図 5-14(b)は

実際のラジアル軸支持力特性試験の様子を示す。回転子の両側に、ばねばかりとターンバ

ックルを用いて水平方向のラジアル荷重をかける。 

 図 5-15 は、ラジアル軸支持力算出方法を示す。ラジアル軸支持力を算出するために、図

5-15より、BelMの回転子幾何中心周りにおけるモーメントを考えることで、R+TMB Type B 

ver1のラジアル軸支持力を求める式(5-2)が得られる。 

BelMの回転子幾何中心周りのモーメントの釣り合いより 

         22211121121 wfwwfwa llFlllFlF  ・・・・・・・・(5-2) 

得られた式(5-2)を Fa2について解くことによりラジアル軸支持力算出式(5-9)が得られる。 

   
w

f

w

f

a F
l

lll
F

l

ll
F 







 








 


12

w2212

1

12

11

2

ｗ
・・・・・・・・・(5-3) 

図 5-16 は、ラジアル軸支持力特性試験及びラジアル軸支持力算出式(5-3)により得られた

ラジアル軸支持力 Faとラジアル軸支持電流 iaの実験結果を示す。iaは Faを発生するときの

ixと iyを 45°で回転座標変換をすることにより導出された電流値である。比較のために、解

析結果も一緒に記載してある。また、図中に示すラジアル軸支持力係数 ka は、ラジアル軸

支持電流 iaとラジアル軸支持力 Faを 1 次近似した際の傾きである。実験結果より得られた

ラジアル軸支持力係数 ka_exは、26.9 N/Aになった。ka_exより定格電流での軸支持力を算出す

ると、189.4 Nになる。この値は、回転子全体の自重 64.2 Nに対し、2.95倍と RMBとして

十分な軸支持力が発生できている。また、解析結果との誤差は 2.23%と、よく一致しており、

設計通りの性能が得られた。 

 また、ラジアル軸支持力発生原理図 5-2 及びスラスト軸支持力原理図 5-3 より、提案する

R+TMB Type B ver1において、RMBと TMBは、バイアス磁束を共有している。そのため、

安定な軸支持制御を実現するために、RMB と TMB が非干渉化されている必要がある。図

5-17は、スラスト軸支持電流 izを定格電流 5.03 Aとした時のラジアル軸支持力 Faの解析結

果を示す。比較のために、izを 0 Aとした時の Faの解析結果も一緒に記載してある。図 5-17

より、izを流した場合、Faの軸支持力係数は 27.4 N/A であり、izを流さない場合の 27.5 N/A

と比較すると、その誤差は 0.36%と非常に小さい。従って、TMBから RMBへの非干渉化が

良好になされている。 



第 5章 回転機システムの小型化のための R+TMB Type Bの検討 

 

75 

 

 

図 5-14(a) ラジアル軸支持特性試験の概略図 

図 5-14(b) ラジアル軸支持特性試験の実際の様子 

図 5-14 ラジアル軸支持特性試験 
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図 5-15 ラジアル軸支持特性試験における軸支持力算出図 
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図 5-16 ラジアル軸支持力特性試験結果 

 

図 5-17 スラスト軸支持電流を流した場合と流さない場合の 

ラジアル軸支持力の解析結果 
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5.4.2  R+TMB Type B ver1 のスラスト軸支持力特性試験 

 まず、図 5-18(a)はスラスト軸支持特性試験の実験システムの模擬図であり、図 5-18(b)は、

実際のスラスト軸支持力特性試験の様子を示す。ばねばかりとターンバックルを用いて回

転子に対してスラスト方向の荷重をかける。 

図 5-19 は、スラスト軸支持力 Fzとスラスト軸支持電流 izの実験結果を示す。比較のため

に、解析結果も一緒に記載してある。実験結果より得られたスラスト軸支持力係数 kz_exは、

34.8 N/Aとなった。kz_exより定格電流における軸支持力を算出すると、175.0 Nとなる。こ

の値は、回転子全体の自重 64.2 N に対し、2.73倍と TMBとして十分な軸支持力が得られて

いる。また、解析結果との誤差は 8.33%と、よく一致しており、設計通りの性能が得られた。 

 また、スラスト方向の軸支持制御位置 zを-0.8 mmから+0.8 mmまで 0.2 mm刻み変化させ、

それぞれの位置 z における kzを測定し、図 5-20 は kzを測定した結果を示している。平均の

軸支持力係数は、34.1 N/A となり、平均軸支持力係数に対する kzの最大誤差は、3.27%と非

常に小さい。提案する R+TMB Type B ver1は、図 5-1(c)に示すように、スラスト固定子コア

と円筒形回転子コアの間にスラスト方向に 1 mm の適切な重なりを設けている。図 5-20 よ

り、適切な重なりを設けることでスラスト軸支持制御位置によりスラスト軸支持力特性が

変化しないことを実験的に示した。 

さらに、ラジアル軸支持力特性と同様に、iaを定格電流 7.04 A とした時の Fzの解析を行

い、図 5-21にその結果を示す。比較のために、iaを 0 A とした時の Fzの解析結果も一緒に

記載してある。iaを流した場合、Fzの軸支持力係数は 37.5 N/Aであり、izを流さない場合の

37.7 N/Aと比較すると、その誤差は 0.53%と非常に小さい。従って、RMBから TMB への非

干渉化が良好になされている。 

以上の実験結果より、提案する R+TMB Type B ver1 は、RMB 及び TMBとして十分な軸

支持力を発生できており、十分な静特性を備えていることを示した。加えて、解析結果よ

り、RMB と TMB で非干渉化できている可能性があることを示した。 
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図 5-18 スラスト軸支持特性試験 

図 5-18(a) スラスト軸支持特性試験

の概略図 

図 5-18(b) スラスト軸支持特性試験

の実際の様子 
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図 5-19 スラスト軸支持特性試験結果 

図 5-20 軸方向の浮上位置を変更した場合のスラスト軸支持力特性試験結果 
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図 5-21 ラジアル軸支持電流を流した場合と流さない場合の 

スラスト軸支持力の解析結果 
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5.5 提案する R+TMB Type B ver1 を備えた試作機による非接触軸支持運転試験 

次に、動的な軸支持特性を検証するために、製作した試作機を用いて軸支持制御位置に対

するステップ外乱試験と、30,000 rpmまでの高速回転における非接触軸支持運転試験を行っ

た。この時、図 5-22(a)に示すような試作機を横置きにして回転子の自重がラジアル方向に

かかった状態と、図 5-22(b)に示すような試作機を縦置きにして回転子自重がスラスト方向

にかかった状態の 2 つの状態において検証試験を行った。また、5.3.1 項で述べたように、

回転子の半径方向のタッチダウン幅は、タッチダウンベアリングにより、200 μmとなって

いる。さらに、スラスト方向(z軸方向)のタッチダウン幅は、1.0 mmである。 

 

5.5.1 ステップ外乱による RMB と TMB の非干渉化の検証 

図 5-23(a)は半径方向にタッチダウン状態からの静止浮上の様子を、図 5-23(b)は軸方向に

タッチダウン状態からの静止浮上の様子を測定したものである。図 5-23(a)より、提案する

R+TMB Type B ver1 は回転子自重に対して十分なラジアル軸支持力を備えているため、b軸

負方向に 200 μm偏心した状態から問題なく静止浮上できている。また、図 5-23(b)より、提

案する R+TMB Type B ver1 は回転子自重に対して十分なスラスト軸支持力を備えているた

め、z軸負方向に 1.0 mmだけ偏心した状態から問題なく静止浮上できている。 

図 5-24は、回転速度 3,000 rpmにおいて、スラスト方向(z軸方向)へ 30 μmのステップ外

乱を加えた時の変位波形の様子を示す。図 5-24(a)及び (b)より、図 5-22(a)及び (b)の状態に

おいて、スラスト方向のステップ外乱を加えても、ラジアル方向 2 軸とスラスト方向 1 軸

の 3 軸全てにおいてタッチダウンすることなく安定に非接触軸支持制御できている。さら

に、スラスト方向のステップ外乱に対してラジアル方向の波形に影響がないことから、TMB

から RMB への非干渉化ができている。同様に、図 5-25は、ラジアル方向(a軸方向)へ 30 μm

のステップ外乱を加えた時の変位波形の様子を示す。図 5-25(a)及び (b)より、図 5-22(a)及

び (b)の状態において、ラジアル方向のステップ外乱を加えても、3 軸全てにおいて、タッ

チダウンすることなく安定に非接触軸支持制御できている。さらに、ラジアル方向のステ

ップ外乱に対して、スラスト方向の波形に影響が出ていないことから、RMB から TMB へ

の非干渉化が良好にできている。 

以上により、提案する R+TMB Type B ver1は、安定な外乱特性を備えていることを実験的

に示した。加えて、提案する R+TMB Type B ver1は RMBと TMBで非干渉化できているこ

とを非接触軸支持運転試験により示すことができた。 
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図 5-22(a) 回転子自重が半径方向にかかる場合 

 

図 5-22(b) 回転子自重が軸方向にかかる場合 
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図 5-22 非接触軸支持運転の際の試作機の状態 



第 5章 回転機システムの小型化のための R+TMB Type Bの検討 

 

84 

 

図 5-23(a) 回転子自重が半径方向にかかる場合 

図 5-23(b) 回転子自重が軸径方向にかかる場合 
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図 5-24(a) 回転子自重が半径方向にかかる場合 

図 5-24(b) 回転子自重が軸方向にかかる場合 
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図 5-25(a) 回転子自重が半径方向にかかる場合 

図 5-25(b) 回転子自重が軸方向にかかる場合 
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5.5.2 30,000 rpm までの非接触軸支持運転試験 

図 5-26(a)及び (b)は、図 5-22(a)及び (b)のそれぞれの状態において、0 rpmから 30,000 rpm

まで加速した時のラジアル方向(a, b軸)、スラスト方向(z軸)のそれぞれの変位波形を示す。

図 5-26(a)及び (b)より、図 5-22(a)及び (b)のいずれの状態においても、最大の振れ回り量は

16 μmでありタッチダウン幅 200 μmの 5分の 1以下と非常に小さく、安定な加速が実現で

きている。また、図 5-27は、回転速度ωに対する振れ回り量を測定した結果を示す。図 5-27(a)

より、ラジアル方向に回転子自重がかかる場合、5,000 rpmにおいて振れ回り量が最大で 18 

μmとなり、最大回転数の 30,000 rpmにおいては 6 μmと非常に小さく、30,000 rpmまでの

すべての回転速度において安定な非接触軸支持制御が実現できている。同様に図 5-27(b)よ

り、回転子自重がスラスト方向にかかる場合、7500 rpmにおいて振れ回り量が最大で 14 μm

となり、最大回転数の 30,000 rpmにおいては 8 μmと非常に小さく、30,000 rpmまでのすべ

ての回転速度において安定な非接触軸支持制御が実現できている。 

以上のステップ外乱試験と 30,000 rpm までの高速回転における回転浮上試験の実験結果

より、提案する R+TMB Type B ver1は、ラジアル方向荷重及びスラスト方向荷重の両方に

対して安定な動特性を備えており、さらに、30,000 rpmという高速回転において安定な非接

触軸支持運転が可能なことを実験的に示すことができた。 
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図 5-26(a) 回転子自重が半径方向にかかる場合 

図 5-26(b) 回転子自重が軸方向にかかる場合 
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図 5-27(a) 回転子自重が半径方向にかかる場合 

図 5-27(b) 回転子自重が軸方向にかかる場合 
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5.6 3D-FEA による R+TMB Type B における回転子鉄損の低減のための構造の検

討 

5.6.1 これまで提案している R+TMB Type B ver1 の課題 

 これまでの R+TMB Type B ver1は、図 5-1(b)に示す 4個の突部にそれぞれ集中巻で巻線が

巻かれたラジアル固定子が、図 5-1(c)に示すようにヨーク部分でスラスト方向に着磁された

バイアス永久磁石によって挟み込まれている。さらに、バイアス永久磁石で挟み込まれた

ラジアル固定子を非磁性部材でスラスト固定子コアに固定する必要がある。従って、ラジ

アル固定子及びバイアス永久磁石の組立が非常に複雑になる。また、これまでの R+TMB 

Type B ver1を数百 kW以上の大容量に適用する場合、大きな負荷条件下で数十 kg の重い回

転子を安定に軸支持するために、大径のリング形状を持ったバイアス磁石が必要となる。

以上の理由により、従来の R+TMB Type B ver1 は製作コストが高くなる。 

 さらに、第 3章でも述べたように、従来のホモポーラ型 RMB は、巻線を巻くためにスロ

ット開口部が大きいため、回転子表面における磁束密度変化が大きく、回転子鉄損が発生

してしまう。 

 

5.6.2 R+TMB Type B の固定子の組立性を向上するための R+TMB Type B ver2 の構造 

 そこで、本節では、R+TMB Type B ver1 の組立性を向上するための構造を説明する。図

5-28は、組立性を向上するための R+TMB Type B ver2 の分解図を示す。そして、図 5-29は、

ラジアル固定子コアの拡大図を示す。R+TMB Type B ver2は、ラジアル固定子コアのバック

ヨーク部分に空いている穴へ、直方体のバイアス永久磁石を挿入する構造となっており、

バイアス永久磁石の組み付けを簡単化できる。そして、バイアス永久磁石を挿入したラジ

アル固定子コアをスラスト固定子コアへ直接組み付ける。従って、挿入したバイアス永久

磁石により発生するバイアス磁束mag は、図 5-30(a)に示すように、スラスト固定子コア、

スラスト回転子コア、ラジアル回転子コア、そして、ラジアル固定子コアの順に流れる。

このバイアス磁束magは、ラジアル固定子コアの軸方向断面では、図 5-30(b)に示すように、

放射方向に流れる。加えて、R+TMB Type B ver2は、図 5-30(a)に示すように、ラジアル固

定子をスラスト固定子コアに直接組み付けるため、従来構造においてラジアル固定子を固

定するための非磁性部材は不要になり、R+TMB Type Bの固定子構造を非常に簡単化できる。  
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図 5-28 回転子構造を簡単化した提案する R+TMB Type B ver2の分解図 

図 5-29 回転子構造を簡単化した提案する R+TMB Type B ver2のラジアル固定子コア 
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図 5-30(a) 半径方向断面における永久磁石によるバイアス磁束magの流れ 

図 5-30(a) 軸方向断面におけるバイアス永久磁石によるバイアス磁束magの流れ 
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5.6.3 新たに提案する回転子鉄損を低減するための R+TMB Type B ver2 の構造 

 本節では、5.6.2項で紹介した R+TMB Type B ver2 の固定子構造に、新たな回転子鉄損を

低減するための追加構造を提案する。バイアス磁束は、ラジアル固定子の軸方向断面にお

いて、図 5-30(b)に示すように、放射方向に流れる。このため、図 5-31はラジアル巻線及び

スラスト巻線に電流を流していない無負荷における磁束密度分布を示しており、ラジアル

固定子のスロット開口部(ラジアル巻線スロット部分)に対向する部分の回転子表面の磁束

密度は、磁極を構成する固定子歯部と対向する部分の磁束密度と比べて大きく低下してい

る。さらに、図 5-32 は、ラジアル回転子コア表面から 0.1 mmだけ内側の円周上の磁束密度

分布を示している。磁束密度の減少幅は0.778 Tであり、最大磁束密度0.812 Tに対して95.7%

も低下している。この回転子表面における磁束密度変化により回転子鉄損が発生し、磁束

密度変化が大きいほど、発生する回転子鉄損は大きくなる。そこで、図 5-33 に示すような

磁性体材料と小さな板状の磁石により構成される補助部材を、図 5-34 に示すように、軸方

向からラジアル固定子のスロット開口部、すなわち、磁極間に設置する固定子構造を新た

に提案する。 

ラジアル巻線スロット部分に挿入する補助的な磁石の着磁方向は、図 5-35に示すように、

ラジアル固定子コアのバックヨーク部に挿入したメインのバイアス永久磁石と同方向であ

り、ラジアル固定子コア内において、バイアス磁束magを回転子から固定子方向に放射方向

に発生させる方向である。このため、この補助磁石により、ラジアル巻線スロット部分に

強制的にバイアス磁束magを引き込み、これまでラジアル巻線スロット部分に対向する回転

子表面部分で低下していた磁束密度を、磁極を構成する固定子歯部に対向する部分の磁束

密度と同程度まで高めることができる。従って、回転子表面における磁束密度変化が抑制

され、回転子鉄損の低減を図る事ができる。また、R+TMB Type B ver2 のラジアル固定子の

形状は一般的なホモポーラ型RMBの固定子の形状と同様である。そのため、本提案構造は、

一般的なホモポーラ型 RMB にも適用可能である。 
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図 5-31  R+TMB Type B ver2の無負荷における磁束密度分布 

図 5-31(b) ラジアル軸支持巻線スロット部分の拡大図 

図 5-31(a) 全体の磁束密度分布図 
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図 5-32 回転子表面から 0.1mmだけ内周の円周上の磁束密度分布 
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図 5-34 回転子鉄損低減のために巻線スロット部分に設置する補助部材 

図 5-35 回転子鉄損低減のために巻線スロット部分に設置した補助磁石による磁束 
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5.6.4 新たに提案する R+TMB Type B ver2 のラジアル軸支持力発生原理 

 図 5-36は、新たに提案する R+TMB Type B ver2 におけるラジアル軸支持力の発生原理を

示す。図中の x, y軸は、ラジアル制御用固定子の巻線位置に基づき、固定子座標上に固定さ

れた直交座標である。また、a, b軸はラジアル固定子のスロット位置を基準とした固定子座

標上に固定された直交座標である。まず、図 5-36に示すように、ラジアル固定子において、

バイアス永久磁石により回転子から固定子に向かって放射状にバイアス磁束をmag が発生

している。このとき、直列に接続された対向する 2 つのラジアル巻線 Nxに正の直流電流 ix

を流すと、2極のラジアル磁束xが発生する。この結果、回転子の x軸正方向のギャップ部

分では、バイアス磁束magとラジアル磁束xの向きが同じため、ギャップ磁束密度が高くな

る。一方、回転子の x軸負方向部分のギャップ部分では、バイアス磁束magとラジアル磁束

xの向きが逆向きであるため、ギャップ磁束密度が低くなる。以上のギャップ磁束密度の粗

密により、x 軸正方向の軸支持力 Fxが発生する。同様に、直列に接続された対向する 2 つ

のラジアル巻線 Nyに正の直流電流 iyを流すことで y 軸正方向の軸支持力 Fyが発生できる。

以上により得られた軸支持力 Fx, Fy をベクトル合成することで、b 軸正方向の軸支持力 Fb

が得られる。以上のように、ラジアル軸支持力 Fx，Fy をベクトル合成することで、任意の

方向と大きさのラジアル軸支持力を発生できる。 

 

5.6.5 新たに提案する R+TMB Type B ver2 のスラスト軸支持力発生原理 

図 5-37は、新たに提案する R+TMB Type B ver2における、スラスト軸支持力の発生原理

を示す。スラスト固定子では、バイアス磁束magは、図 5-31 に示すように、コの字形のス

ラスト固定子コアのバックヨークを通り、固定子先端から回転子へ流れる。このとき、ス

ラスト固定子内の周方向に巻かれ直列に接続された 2 つのスラスト巻線 Nz1, Nz2に直流電流

izを流すことで、スラスト磁束zが図 5-37に示すよう流れる。このため、円筒形回転子の左

側ギャップ部分では、バイアス磁束magとスラスト磁束zの向きが同じため、ギャップ磁束

密度が高くなる。一方、円筒形回転子の右側ギャップ部分では、バイアス磁束magとスラス

ト磁束zの向きが逆向きであるため、ギャップ磁束密度が低くなる。この磁束密度の粗密に

より生じる z 軸正方向の電磁力をスラスト軸支持力 Fz として軸支持に利用する。また、z

軸負方向のスラスト軸支持力 Fzを発生するには、負の直流電流 izを流せばよい。これによ

り、z軸方向に任意の大きさのスラスト軸支持力 Fzを発生できる。 

また、以上のラジアル及びスラスト軸支持力発生原理より、R+TMB Type B ver1 と同様に、

提案する R+TMB Type B ver2は、ラジアル方向 2軸、スラスト方向 1軸の計 3軸方向に軸

支持力を任意に発生できる。 



第 5章 回転機システムの小型化のための R+TMB Type Bの検討 

 

98 

 

図 5-36  R+TMB Type B ver2におけるラジアル軸支持力発生原理 

図 5-37  R+TMB Type B ver2におけるスラスト軸支持力発生原理 
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5.6.6 3D-FEA による新たに提案する R+TMB Type B ver2 の軸支持力の解析 

 ここで、想定するアプリケーションより、軸支持対象である回転子自重を 600 N、スラス

ト方向にかかる外乱力を 3000 Nと仮定して検討を行う。3D-FEA を用いて、5.6.4項のラジ

アル軸支持力及び 5.6.5 項のスラスト軸支持力発生原理に基づいて、3D-FEA により、新た

に提案する R+TMB Type B ver2のラジアル軸支持力特性及びスラスト軸支持力特性の検討

を行う。 

 まず、図 5-38は、スラスト巻線 Nzに定格電流 3.14 Aのスラスト電流 izを一定で流してい

る時、ラジアル電流を 0 A から定格電流 3.14 A まで変化させた時の b軸正方向のラジアル

軸支持力 Fbの結果を示す。最大軸支持力が 2744.7 N と想定回転子自重 600 N に対して 4.57

倍と十分な軸支持力を発生できている。そして、ラジアル軸支持電流をゼロから定格値ま

で変化させた際、スラスト軸支持力 Fz は 0.0409%しか減少しておらず、ラジアル軸支持電

流に関係なく一定のスラスト軸支持力を発生できている。 

また、図 5-39は、ラジアル軸支持力 Fbを発生するようにラジアル巻線 Nx, Nyに定格電流

3.14A のラジアル電流 ix, iyを一定で流している時、スラスト電流を 0 A から定格電流 3.14 A

まで変化させた時のスラスト軸支持力の解析結果を示す。定格電流において、最大スラス

ト軸支持力 Fzは 3170.4 Nとなり、想定されるスラスト外乱力 3000 Nの 1.06倍と外乱力を

上回る十分なスラスト軸支持力を発生できている。そして、スラスト電流をゼロから定格

値まで変化させた際のラジアル軸支持力 Fbは、3.44%しか減少しておらず、スラスト電流に

関係なく、ほぼ一定のラジアル軸支持力を発生できている。 

 従って、新たに提案する R+TMB Type B ver2は、RMB及び TMB として十分な軸支持力

を発赤できる。さらに、RMBと TMBの間において、良好な非干渉化が実現できている。 
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図 5-39 ラジアル軸支持電流を 3.14 A 流している時のスラスト軸支持力解析結果 

図 5-38 スラスト軸支持電流を 3.14 A 流している時のラジアル軸支持力解析結果 
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5.6.7 3D-FEA による新たに提案する R+TMB Type B ver2 の回転子鉄損の評価 

ラジアル軸支持力特性及びスラスト軸支持力特性の解析に続き、新たに提案する R+TMB 

Type B ver2の損失の評価を 3D-FEA により行う。ここで、ラジアル巻線スロット部分へ設

置する補助部材として炭素鋼 S45C のみにより構成される磁性体部材(ソリッドコア補助磁

性体)のみを設置した場合でも、同様の回転子鉄損低減効果が得られると考えられた。そこ

で比較のために、図 5-40 に示すように、ラジアル巻線スロット部分に補助磁石を設置して

いないモデルを基本モデル(Original model)、ラジアル巻線スロット部分に補助磁性体を設置

した比較モデル(Comparative model)、そして、新たに提案するラジアル巻線スロット部分に

図 5-33の補助磁石を備えたモデルを提案モデル(Proposed model)とする。また、これらのモ

デルは、バイアス永久磁石の厚みを変更し、無負荷時のラジアル回転子コア表面の磁束密

度が等しくなるようにしている。 

 まず、図 5-41 は、無負荷時の磁束のベクトル図を示す。ラジアル固定子コアのバックヨ

ーク部に埋め込まれたバイアス永久磁石により、回転子内側から固定子外側方向へ、設計

通りにバイアス磁束magが流れている。そして、比較モデル及び提案モデルでは、ラジアル

巻線スロット部分に設けた補助磁性体又は補助磁石により、スロット開口部へバイアス磁

石が引き込まれていることが確認できる。そして、図 5-42 は、無負荷時における、磁束密

度分布を示す。また、図 5-43 は、図 5-42 において、ラジアル回転子コア表面から 0.1 mm

だけ内径側の円周におけるラジアル回転子コアの磁束密度分布を示す。図 5-31 に示すよう

に、基本モデルは、ラジアル巻線スロット部分に対向する回転子表面部分で磁束密度が大

きく低下している。このため、磁束密度の減少幅が、0.778 Tと非常に大きい。また、比較

モデルは、補助磁性体を設置しているため、ラジアル巻線スロット部分に対向する位置で

の回転子磁束密度の減少は基本モデルと比較すれば改善されている。しかし、この磁束密

度の減少幅は、0.515 Tとまだ大きい。一方、提案モデルは、図 5-42に示すように、ラジア

ル巻線スロット部分に設置した補助磁石により、ラジアル回転子コア表面の磁束密度の低

下が大幅に抑制されている。そのため、図 5-43に示すように、磁束密度の減少幅は、0.184 

T と非常に小さい。また、図 5-44 の磁束密度分布のスペクトラムより、ラジアル巻線スロ

ット部分に補助磁石を設置することで、磁束密度分布の全周波数帯において高調波成分が

大きく抑制できている。このため、図 5-45 に示すように、無負荷時のラジアル回転子コア

の高調波鉄損が劇的に抑制されている。また、この時のラジアル回転子コアの鉄損につい

て、表 5-3より、基本モデルが 97.79 W、比較モデルが 36.30 Wに対して、提案モデルは僅

か 3.79 Wである。これは、基本モデルを基準とした場合、比較モデルの鉄損は 37.1%であ

り、提案モデルは僅か 3.86%である。さらに、図 5-46 に示すように、回転子鉄損密度につ

いても、提案モデルは、非常に小さく抑えられている。従って、比較モデルのようにラジ

アル巻線スロット部分に補助磁性体を配置したモデルでもある程度の回転子鉄損抑制効果

は期待できるが、提案モデルのように永久磁石を用いることでより劇的な回転子鉄損抑制

効果が期待できる。 
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 そこで、次に、軸支持力に対するスラスト回転子コア及びシャフトも含めた回転子全体

の鉄損について検討を行った。ここでは、一般的なホモポーラ型固定子(基本モデル)に対す

る提案構造の有効性を示すために、基本モデルと提案モデルでの比較を行う。図 5-47より、

無負荷時の回転子鉄損について、基本モデルの 108.6 W に対して、提案モデルは僅か 18.85W

であり、基本モデルの 17.4%と非常に小さく低減できている。さらに、最大のラジアル軸支

持力 Fbを発生するように定格電流 3.14 Aを流した時でも、提案モデルは 153.4 W と、基本

モデルの 53.2%である。この時、軸支持力は、基本モデルの 3061.7 N に対して、提案モデ

ルが 2842.5 N と、同程度の軸支持力を発生できている。従って、全軸支持負荷において、

提案モデルは、基本モデルに対して、優れた回転子の低鉄損が望めることを示した。 

 また、表 5-4は、想定する回転子自重 600 N を b軸正方向に発生した時の基本モデルと提

案モデルの全損失を示す。提案モデルは磁極間に補助磁石を設けることで、回転子鉄損を

大きく低減できているため、全損失でも 38.04 Wであり、基本モデルの 29.6%と低損失化が

望める。 

 以上より、新たに提案する R+TMB Type B ver2は、ラジアル巻線スロット部分に補助磁

石を設けることで、大きな低損失化が望めることを、3D-FEA により示した。 
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図 5-40 ラジアル巻線スロット部分の部材比較 

図 5-40(b) 比較モデルのラジアル巻線スロットの様子 
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図 5-40(a) 基本モデルのラジアル巻線スロットの様子 

図 5-40(c) 提案モデルのラジアル巻線スロットの様子 



第 5章 回転機システムの小型化のための R+TMB Type Bの検討 

 

104 

 

 

図 5-41 無負荷におけるラジアル巻線スロット部分の磁束の流れ 
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図 5-42 無負荷における磁束密度分布 
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図 5-42(b) 比較モデルのラジアル巻線スロットの様子 

図 5-42(a) 基本モデルのラジアル巻線スロットの様子 

図 5-42(c) 提案モデルのラジアル巻線スロットの様子 
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図 5-43 提案する R+TMB Type B ver2において補助磁石を設置した場合の 

ラジアル回転子コア表面から 0.1 mmだけ内周の円周上の磁束密度分布 

図 5-44 図 5-44の磁束密度分布のフーリエスペクトラム 
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図 5-45 提案する R+TMB Type B ver2における回転子ラジアルコア部分の 

無負荷鉄損スペクトラム 

 

表 5-3  無負荷時におけるラジアル回転子コア鉄損比較 
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図 5-46  無負荷における回転子ラジアルコアの鉄損密度 

図 5-46(b) 比較モデル 
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図 5-47  軸支持力に対する回転子全体の鉄損 

表 5-4  回転自重負荷相当の 600 Nにおける固定子損失も含めた全損失比較 
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第 6 章 大容量・高速回転に対応可能な 2 極電動機・4 極軸支持構

造を持つ埋込永久磁石型ベアリングレスモータにおける軸支持力脈

動抑制の検討と高速回転での運転特性の検証 

本章では、2.3.4 項で示したシステム III に用いるベアリングレスモータ(BelM)について検

討を行う。本章では、BelM の実用化を推し進めるために、低コストに大容量・高速回転に

対応可能な 2 極電動機・4 極軸支持構造を持つ埋込永久磁石型ベアリングレスモータ(IPM

型 BelM)を検討している。しかし、2 極電動機・4 極軸支持構造を持つ IPM 型 BelM は、回

転子が回転した時、軸支持力が脈動するという問題が発生する。そこで、軸支持力の脈動

を抑制するための回転子構造を提案・検討した。さらに、提案する IPM 型 BelM の高速回

転における非接触軸支持特性及び効率マップ・損失等の諸特性を実験により明らかにした。

また、本章の“軸支持力”は、“ラジアル軸支持力”を示すものとする。 

 

6.1 大容量・高速回転に対応可能な埋込永久磁石型ベアリングレスモータの構

造 

本節では、大容量・高速回転に対応可能な提案する埋込永久磁石型ベアリングレスモー

タ(IPM 型 BelM)の構造について示す。これまで、他の研究チームにより、パラレル着磁さ

れたリング磁石を用いた表面貼付磁石型ベアリングレスモータ(SPM 型 BelM)が報告されて

いる[57]-[61]。図 6-1(a)に示すパラレル着磁されたリング磁石を採用することで、図 6-1(b)に示

すようにギャップ磁束密度分布が正弦波分布となる。このことにより、空間高調波が抑制

され、鉄損を低減できる。しかし、この構造を数百 kW 以上の大容量・高速回転の BelM に

適用した場合、大径のパラレル着磁されたリング磁石の製作は難しく、そして、磁石の飛

散防止のためにカーボンファイバ(FRP)などを用いた保護リングも必要となることから、生

産コストが高くなる。加えて、SPM 型回転子は、FRP 及び回転子のリング磁石により大き

な磁気抵抗を持つため、軸支持力を発生し難く、半径方向の負荷が大きくなる大容量への

適応は困難になる。 

そこで、低コストに高速 IPM 型 BelM の大容量化に対応するために、分割した永久磁石を

回転子に埋め込んだ 2 極電動機・4 極軸支持構造を持つ IPM 型 BelM を採用する。まず、提

案する IPM 型 BelM は 30,000 rpm という高速回転を想定しているため、2 極電動機とした。

これは、電動機電流の回転周波数を抑制し、制御系にかかるコストを抑制するためである。

また、軸支持巻線の極対数 psは、電動機巻線の極対数 pmを用いて、ps = pm±1 で決定され

る[55]。従って、本提案構造の場合、電動機巻線は 2 極巻線であるため、軸支持巻線は 4 極

巻線となる。SPM 型回転子の場合、永久磁石の飛散防止に非磁性のカーボンファイバなど

の保護部材が必要である。一方、IPM 型回転子の場合、図 6-3(a)に示すように、永久磁石を
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ケイ素鋼板に埋め込むため、非磁性の保護部材は不必要になり、磁気抵抗を大幅に小さく

することができる。このため、IPM 型回転子は、SPM 型回転子に比べて、大きな軸支持力

を発生できる。また、大容量化した際に回転子ケイ素鋼板にかかる応力を低減するため、 12

個に分割した小型の永久磁石を回転子表面近傍に埋め込み、6 個の永久磁石で 1 極を構成す

る回転子構造を採用した。これにより、パラレル着磁された大径のリング磁石を用いず、

同じ形状を持つ小型の永久磁石を複数用いることで、回転子構造を簡単化し、磁石の製作

コストを低減する、といった利点が望める。 
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図 6-1(a)  表面貼付け型回転子の構造 

図 6-1(b)  表面貼付型回転子のギャップ磁束密度分布概略図 

図 6-1  表面貼付け型回転子 
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図 6-2  固定子及び電動機巻線・軸支持巻線 
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図 6-3(a)  埋込磁石型回転子構造 

図 6-3(b)  埋込磁石型回転子のギャップ磁束密度概略図 

図 6-3  埋込磁石型回転子 
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6.2 ベアリングレスモータの軸支持力発生原理 

 本節では、6.1 節において提案する 2 極電動機・4 極軸支持構造を持つ IPM 型 BelM にお

ける軸支持力の発生原理を示す。図 6-4 及び図 6-5 は 2 極電動機・4 極軸支持構造を持つ IPM

型 BelM の回転子座標子における電動機及び電動機の等価二相巻線配置図を示す。ただし、

図中の α, β 軸は固定子座標上に固定された直交座標である。そして、軸支持巻線 Ns4d, Ns4q

は、4 極の軸支持三相巻線に 3 相/2 相変換と dq 変換を施した回転子座標上の等価二相巻線

を示す。さらに、電動機巻線 Nm2d, Nm2qは、2 極の電動機三相巻線に 3 相/2 相変換と dq 変換

を施した回転子座標上の等価二相巻線を示す。また、d, q 軸及は回転子座標上に固定された

直交座標となる。 

次に、図 6-6 は、回転角度 θ = 0°における水平正方向(α 軸正方向)の軸支持力 Fαの発生原

理を示す。回転子に埋め込んだ永久磁石により界磁磁束magが発生している。そこに、軸支

持巻線 Ns4dに正の軸支持電流 is4dを流すことで軸支持磁束s4dが発生する。この時、永久磁

石 Nx部分対応するギャップ部分では、magとs4dの方向が同じため、磁束密度が増加する。

一方、永久磁石 Sx部分対応するギャップ部分では、magとs4dの方向が逆のため、磁束密度

が減少する。このように 2 つの磁束magとs4dが干渉し、図 6-6 に示す永久磁石 Nx, Sxに対応

するギャップ部分の磁束密度に粗密が生じるため軸支持力 Fx が発生する。そして、θ = 0°

の場合は、図 6-6 に示すように、Fxがそのまま α 軸正方向の軸支持力 Fαになる。 

次に、図 6-7 は、回転角度 θ = 90°における軸支持力 Fαの発生原理を示す。θ = 0°の時と異

なり、軸支持巻線 Ns4qに負の軸支持電流 is4qを流すことで軸支持磁束s4qを発生させる。こ

の時、永久磁石 Ny1 部分対応するギャップ部分では、mag とs4q の方向が同じため、磁束密

度が増加する。一方、永久磁石 Sy1 部分対応するギャップ部分では、mag とs4q の方向が逆

のため、磁束密度が減少する。このようにmagとs4qが干渉し、図 6-7 に示す永久磁石 Ny1, Sy1

に対応するギャップ部分の磁束密度に粗密が生じるため軸支持力 Fy1 が発生する。同様に、

図 6-7に示す Ny2, Sy2に対応するギャップ部分の磁束密度に強弱が生じることで軸支持力 Fy2

が発生する。その結果、これらの軸支持力 Fy1と Fy2のベクトル合成により α 軸正方向に軸

支持力 Fαが発生する。 
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図 6-4  回転子座標上の 2 極等価二相電動機巻線 

図 6-5  回転子座標上の 4 極等価二相軸支持巻線 

N

NS

N

N

N
N

S
S

S

S
S

Nm2d

Nm2d

Nm2q
Nm2q

q

d

Ns4q

Ns4d

Ns4q

Ns4q

Ns4d

Ns4q

Ns4d Ns4d

NS

N

N

N

N

N
S

S

S

S
S

q

d



第 6 章 大容量・高速回転に対応可能な IPM 型 BelM の検討 

117 

 

図 6-6  回転角 0°における水平方向軸支持力 Faの発生原理 

図 6-7  回転角 90°における水平方向軸支持力 Faの発生原理 
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6.3 2 極電動機・4極軸支持構造を持つ IPM 型 BelM の軸支持力脈動の問題 

本節では、提案する高速・大容量化に対応可能な IPM 型 BelM の構造に対し、6.2 節で示

す軸支持力の発生原理に基づいて、3D-FEA を用いて軸支持力の解析を行なった。図 6-8 は、

2 極電動機・4 極軸支持構造を持つ IPM 型 BelM の断面図を示す。また、表 6-1 は、提案す

る 2 極電動機・4 極軸支持構造を持つ IPM 型 BelM の解析モデルの仕様を示す。回転子の直

径は77 mmであり、回転子の積厚は55 mmである。電動機巻線は、0.65mm，7並列，0.6mm，

6 並列の合計 13 並列，2 ターンで、1 スロットあたり 4 ターンが 2 層重ね分布巻で巻かれて

いる。さらに、軸支持巻線は、1 スロットあたり0.6mm，5 並列，8 ターンが分布巻で巻か

れている。 

次に、IPM 型 BelM の軸支持力について、3D-FEA を用いて解析を行った。α 軸正方向の軸

支持力 Faを発生することを想定して、図 6-9(a)に示す回転に同期した周波数 ω の交流電流

を三相軸支持電流 is4u, is4v, is4wの入力値とした。この時、電動機電流は 0 A とし、軸支持電

流の大きさは定格電流値 9.896 Armsとした。 

 図 6-9(b)は、軸支持力 Fαの解析結果を示す。α軸正方向に発生している軸支持力 Fαの平

均値は 193 N であり、想定される回転子自重 45 N の 4.3 倍と回転子構造を IPM 型とするこ

とで、十分な軸支持力を発生できている。しかし、同時に、軸支持力 Fαには 24.8 N の振幅

を持つ軸支持力の脈動が発生している。この脈動比は平均軸支持力の 14.0%であり、無視で

きない大きさである。さらに、本来ならゼロで一定である β 軸方向の軸支持力 Fβにも脈動

が発生していることも確認できる。このことにより、軸支持力はベクトル合成されるため、

軸支持力の発生方向も変化してしまう。 

 以上により、2 極電動機・4 極軸支持構造を持つ IPM 型 BelM において、回転に同期した

周波数 ω の交流電流を流した場合、無視できない大きさの軸支持力脈動が発生することが

明らかになった。これまでの研究により、軸支持巻線に、回転に同期した周波数 ω の電流

に加えて、その 3 倍の周波数 3ω の電流を重畳した軸支持電流を流すことで、軸支持力脈動

を抑制できることが明らかになっている[53]。しかし、30,000 rpm という高速回転の場合、3ω

の周波数は 1.5 kHz になり、安定な軸支持制御を実現するだけの高精度な電流制御を実現す

ることは難しい。そこで、次の章では、新たな軸支持力脈動の抑制方法について検討を行

った。 
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図 6-8 提案する IPM 型 BelM 
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図 6-9(a)  回転周波数 ω に同期した三相軸支持電流 

図 6-9(b)  図 6-9(a)の電流を流した時の軸支持力解析結果 
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図 6-9  IPM 型 BelM の軸支持力解析結果 
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6.4 従来の補償電流を流すことによる軸支持力脈動の抑制法 

  安定な軸支持運転を実現するには、図 6-9(b)で発生した軸支持力脈動を抑制し、回転角

度に依らず、指令値どおりに α 軸正方向に一定の軸支持力Fαを発生できなければならない。

そこで、これまでにこれまでの軸支持力脈動の抑制法について示す[53]。まず、軸支持力と

軸支持電流の関係を考える。2 極電動機・4 極軸支持構造を持つ IPM 型 BelM における、回

転子座標上の直交座標の xy 座標上の軸支持力 Fx, Fyと 4 極軸支持電流 is4d, is4qの関係は、 
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である。ただし、Mdx
', Mdy

'は d 軸電動機巻線 Nm2dと軸支持巻線 Ns4d, Ns4q間の相互インダクタ

ンスを x, y 軸方向の変位 x, y で偏微分したもの，Mqx
', Mqy

'は q 軸電動機巻線 Nm2qと軸支持巻

線 Ns4d, Ns4q間の相互インダクタンスを x, y軸方向の変位 x, yで偏微分したものとする。また、

imagは永久磁石により発生する界磁磁束magの等価 d 軸電動機電流とする。ここで、電動機

電流 im2d, im2qがゼロの場合、式(6-1)は、 
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になる。また、回転子座標上の軸支持力 Fx, Fyと固定子座標上の軸支持力 Fα, Fβの関係は、 
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である。また、回転子座標条の軸支持電流 is4d, is4qと固定子座標上の軸支持電流 is4a, is4bの関

係は、 

             



























bs

as

qs

ds

i

i

i

i

4

4

4

4

2cos2sin

2sin2cos

qq

qq
・・・・・・・・・・・・(6-4) 

である。式(6-2)へ式(6-3)と式(6-4)を適用すると、固定子座標上の軸支持力 is4a, is4bと固定子

座標上の等価二相軸支持電流 is4a, is4bの関係は、 
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になる。式(6-5)から、等価二相軸支持電流 is4a, is4bを算出できる。図 6-1(b)に示すように、

界磁磁束magによるギャップ磁束密度分布が正弦波分布の場合、Mdx
'imag，Mdy

'imagの値は等し

いため、 
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になる。しかし、図 6-3(a)に示す IPM 型 BelM は、界磁磁束magによるギャップ磁束密度分

布が、図 6-3(b)のような方形波分布となるため、Mdx
'imag，Mdy

'imagの値は異なり、 
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になる。式(6-7)から得られた等価二相軸支持電流 is4a, is4bに 2 相/3 相変換を施すことで三相

軸支持電流 is4u, is4v, is4wを算出できる。そこで、6.3 節の解析と同様に、電動機電流 im2d, im2q

をゼロとして、α 軸正方向の軸支持力 Faを発生することを想定して、式(6-7)より求めた図

6-10(a)に示す、回転に同期した周波数 ω に 3 倍の周波数 3ω の電流を重畳した交流電流を入

力電流として解析を行った。図 6-10(b)にその解析結果を示す。比較のために図 6-9(b)の解

析結果も一緒に記載している。3 倍の周波数 3ω の電流を重畳することで、軸支持力脈動を

抑制できることがわかる。しかし、30,000 rpm という高速回転において、3 倍の周波数 3ω

は、1.5 kHz と非常に高周波になり、安定な軸支持制御を実現するだけの高精度な電流制御

を実現することは難しい。そこで、式(6-6)で軸支持制御を行うために、軸支持力脈動抑制

するための新たな回転子構造を提案する。
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図 6-10(a)  補償電流を重畳した軸支持電流波形 

図 6-10  補償電流を流した時の軸支持力解析結果 

図 6-10(b)  図 6-10(a)の電流を流した時の軸支持力解析結果 
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6.5 新たに提案する軸支持力脈動抑制のための回転子構造の検討 

本節では、式(6-6)で軸支持制御を行うために、提案構造において回転子内部の適切な位

置にフラックスバリア(磁気障壁のための空隙)をもうける新たな軸支持力脈動抑制法を提

案した。そして、3D-FEA により新たに提案する軸支持力脈動抑制法の検討を行った。 

 

6.5.1 軸支持力脈動抑制のための新たに提案する回転子内部にフラックスバリアを

設けた回転子構造 

まず、図 6-11 に示すように、IPM 型におけるギャップ部分の磁束密度分布は方形波状に

なっている。そのため、Mdx
'imagの値が Mdy

'imagの値よりも大きくなっており、図 6-9(b)より、

θ = 0°で、軸支持力が最小の Fminiとなり、θ = 90°で軸支持力が最大の Fmaxになる。その逆を

考えると、Mdx
'imag，Mdy

'imagの値が等しければ、軸支持力は一定となり、式(6-6)により軸支持

制御を行うことができると考えることができる。ここで、θ = 0°における軸支持力発生原理

図 6-6 及び式(6-2)より、Mdx
'imagは永久磁石 Nx及び Syにより発生する界磁磁束magに依存す

る。一方、θ = 90°における軸支持力発生原理図 6-7 及び式(6-2)より、Mdy
'imagは永久磁石 Ny1, 

Sy1, Ny2, 及び Sy2により発生する界磁磁束mに依存する。そこで、Mdx
'imagが Mdy

'imagより小

さいことを考えると、軸支持力脈動の抑制法として、軸支持力脈動の抑制法として、①図

6-11の緑の波線に示すように Nx及び Syの箇所の磁束密度を増加させることでMdx’imを大き

くする方法、②図 6-11 の青の波線に示すように Ny1, Sy1, Ny2, 及び Sy2の箇所の磁束密度を減

少させ、Mdy’imを小さくする方法が考えられる。 

そこでまず、方法 1 の Mdx
'imagを大きくする方法ことで軸支持力の脈動を抑制する方法を

検討する。具体的には、図 6-12 に示すように、θ = 90°での軸支持力発生に寄与する Nx及び

Syの磁石厚 txを 4.0 mm から 5.5 mm に厚くすることで、軸支持力の抑制を図る。図 6-13 は、

フラックスバリアを設けた場合のギャップ磁束密度分布を示す。また、比較のために、フ

ラックスバリアを設けない場合のギャップ磁束密度分布も一緒に示す。磁石厚を厚くした

箇所において磁束密度の大きさを僅かに増加できている。そして、このモデルに対して図

6-9(a)と同様の電流を流し、軸支持力 Fαについての解析を行った。その結果、図 6-14 に示

すように、軸支持力の脈度が 14.0%から 9.46%に抑制されている。一方、一部の磁石量を増

やしているため、回転子構造において質量密度の分布が不均一になる。そこで、応力につ

いて検討するために、磁石厚を変更する前後のモデルに対し回転速度 30,000 rpm での応力

解析を行った。一部の磁石厚を厚くした場合、半径方向にかかる荷重が不均一になるため、

図 6-15 に示すように、図 6-12 に示す回転子構造の場合は最大ミーゼス応力が 646.0 MPa と

2.17 倍に増加し、ケイ素鋼板の降伏強度 405.0 MPa を超えてしまい、高速回転への対応が非

常に困難になる。従って、方法 1 は軸支持力の抑制効果のメリットに対しデメリットが非

常に大きい。 

次に、方法 2 の Mdy’imagを小さくすることで軸支持力脈動を抑制する方法を検討する。具

体的には、図 6-16 に示すように、θ = 90°における軸支持力発生に寄与する Ny1, Sy1, Ny2, 及
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び Sy2部分の位置にある永久磁石の回転子内側に、磁気障壁となるフラックスバリアを設け

ることにより、θ = 90°における軸支持力の発生に寄与する磁束密度を僅かに減少させて、軸

支持力を僅かに減少させる。フラックスバリアを永久磁石の回転子内側に設けたのは、可

能な限り回転子のブリッジ部分にかかる応力を均一にし，応力の問題を回避するためであ

る。図 6-17 は、フラックスバリアを設けた場合のギャップ磁束密度分布を示す。また、比

較のために、フラックスバリアを設けない場合のギャップ磁束密度分布も一緒に示す。図

6-16 より、フラックスバリアを設けた箇所において磁束密度の大きさを僅かに減少できて

いる。そこで、フラックスバリア幅 d を変化させながら、α 軸正方向の軸支持力 Fαを発生

する解析を、行った。図 6-18 に、その解析結果を示す。フラックスバリアを設けることに

より軸支持力の脈動が有効に抑制できることがわかる。同時に、フラックスバリア幅が広

すぎる場合、軸支持力脈動が大きくなることが明らかになった。図 6-19 は、図 6-18 より求

めたフラックスバリア幅 d に対する脈動比の関係を示す。図 6-19 より、軸支持力脈動を抑

制するにあたり、フラックスバリアには、適切な幅 d が存在することがわかる。そこで、

これまでは、 

・軸支持力 Fα のみを発生した場合 

について考えてきたが、この他の条件として、 

・軸支持力 Fβのみを発生した場合 

・軸支持力 Fαとトルクを同時に発生した場合 

・軸支持力 Fβとトルクを同時に発生した場合、 

の合計 4 パターンを考える必要がある。これらのパターンすべてに対し図 6-18 と同様の評

価を行う。その結果、フラックスバリア幅 d は 1.3 mm が適切と考えられる。図 6-20 に、軸

支持力 Fαのみを発生した場合におけるフラックスバリア幅 d = 1.3 mmの時の解析結果を示

す。比較のために、フラックスバリアを設けない元のモデルの解析結果も一緒に示す。平

均軸支持力に対する軸支持力脈動比は、3.53%と非常に小さく、効果的に脈動が抑制できて

いる。また、平均軸支持力についても約 183 N と想定される回転子自重 45 N に対し 4.1 倍

と、十分な軸支持力を発生できている。 
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図 6-11  ギャップ磁束密度分布概略図 

図 6-12  Nx, Sxの永久磁石厚を増やした回転子構造 
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図 6-14  図 6-12 の回転子構造の軸支持力解析結果 
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図 6-18  フラックスバリア幅 d を変更した時の軸支持力 Fα 
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図 6-20  フラックスバリア幅 d = 1.3 mm の時の軸支持力解析結果 
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6.5.2 回転子内部に設けたフラックスバリアの応力及びトルクに対する影響 

6.5.1 項において、回転子内部の適切な位置にフラックスバリアを設けることにより、2

極電動機・4 極軸支持構造を持つ IPM 型 BelM において発生する軸支持力脈動が効果的に抑

制できることが、3D-FEA により示された。次に、回転子部にフラックスバリアを設けた場

合の、応力及びトルクへの影響を検討した。図 6-21(a)及び(b)はそれぞれ、フラックスバリ

ア幅 d = 1.3 mm のモデルとフラックスバリアを設けない元のモデルにおける応力解析の結

果を示す。この時の回転速度 30,000 rpm での最大ミーゼス応力は 299.1 MPa であり、フラ

ックスバリアを設けない元のモデルに対し僅かに 2.11%の増加で収まっており、高速回転に

対応できると考えられる。 

 また、図 6-22 は、このフラックスバリア幅 d = 1.3 mm のモデルにおける定格トルク発生

時の瞬時トルクの解析結果を示す。比較のために、フラックスバリアを設けない元のモデ

ルの結果も一緒に示している。この時、電動機のトルク電流 im2qの大きさは、41.76 A とし

ている。フラックスバリア幅 d = 1.3 mm のモデルにおいて平均トルクは 1.87 Nm になり、

フラックスバリアを設けない元のモデルの平均トルク 1.98 Nm と比較すると、5.6%だけ平

均トルクが減少している。しかし、その減少幅は比較的小さいことに加え、トルクリプル

についてもほとんど変化が見られない。 

 従って、フラックスバリアを設けても、応力及びトルクへの影響は問題ないことが、

3D-FEA 解析により示された。 



第 6 章 大容量・高速回転に対応可能な IPM 型 BelM の検討 

132 

 

図 6-21(a)  フラックスバリアを設けない場合 

図 6-21(b)  フラックスバリアを設けた場合 
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図 6-22  フラックスバリアを設けた場合のトクル解析結果 
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6.6 提案する軸支持力脈動抑制のための回転子構造を備えた高速 IPM 型 BelM

の試作機と実験システム及び制御系 

本章は、提案する軸支持力脈動抑制法を備えた回転速度 30,000 rpm、電動機出力 10.66 kW

の IPM 型 BelM の試作機を製作したのでその概要を示す。さらに、試作機を用いた実験を

行うための実験システムの製作を行ったのでその概要を示す。 

 

6.6.1 提案する回転子構造を備えた IPM 型 BelM を備えた試作機及び実験システム 

図 6-23(a)に示す製作した試作機は、提案する回転子構造を備えた 2 極電動機・4 極軸支持

構造を持つ IPM 型 BelM を 2 ユニット持っている。そして、図 6-23(b)の試作機の回転子に

示されるように、2 つの IPM 型 BelM をタンデムに接続した構成となっている。2 ユニット

としている理由は、安定な軸支持制御を実現するためには水平方向 2 軸・垂直方向 2 軸の

合計 4 軸を制御する必要が有ることに加えて、30,000 rpm という高速回転における実負荷試

験を行うためである。また、回転子の半径方向の可動幅（タッチダウン幅）は、タッチダ

ウンベアリングにより、200 μm に制限されている。また、変位を計測するためのセンサは、

図 6-24 に示す、電子応用(株)製の差動タイプの渦電流式ギャップセンサ PU-05 を用いる。

そして、ギャップセンサ出力は、100 μm/V となるよう調整した。回転角度の検出には、図

6-25 に示す、エンコーダスリット板及び 2 つのフォトインタラプタを用いる。以上のギャ

ップセンサ及びロータリエンコーダは、第 5 章の R+TMB Type B ver1 を備えた試作機に使

用したものと同じである。 

次に、製作した試作機の実験システムの概要を示す。図 6-26 は、実験システムのインバ

ータ・制御ボード及び測定器の配置構成を示す。本実験システムにおいて、軸支持制御及

び電動機制御の 2 つの制御計算は、1 つの DSP ボード（My Way(株)製 PE-PRO F28335 A）

を用いて行う。また、電動機用インバータは 9.1 kVA(My Way(株)製 MWINV-9R122A)、軸

支持用インバータは 4.2 kVA(My Way(株)製 MWINV-4R222)を使用した。オシロスコープ(横

河電機(株)製)により、水平・垂直方向の回転子変位を確認する。さらに、パワーメータ(横

河電機(株)製 WT1600)を各インバータと巻線の間に設置することで、リアルタイムに電

流・電力を測定する構成となっている。 

また、図 6-27 は、実験システムの概要を示す。軸支持制御は回転子の位置をギャップセ

ンサで測定し、その情報を AD 変換で取り込み、さらに、回転角度をロータリエンコーダ及

びフォトインタラプタで検出しフィードバックすることで制御する。一方、電動機制御は、

回転角度を、ロータリエンコーダ及びフォトインタラプタで検出すること制御する。 

さらに、図 6-28 は、実負荷試験のための実験システムを示している。一方のユニットが

電動機動作することで軸出力を発生し、もう一方のユニットが発電機動作することで、電

動機側で発生した電動機出力から電力を発電する。発電電力は、インバータの DC バスを介

して電動機動作側へ回生される。このため、2 台の電動機インバータは DC バスで接続され

ている。ここで、電動機動作側は電流制御のみ、発電機動作側は電流制御に加えて速度制
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御も行う。そして、電動機動作側のユニットを測定対象としている。 

また、電動機出力等は、図 6-29 の BelM のパワーフローに基づき損失分離法から求めた。

ここで、簡易的に 2 つの BelM ユニットの鉄損及び風損は等しいものとしている。まず、1

ユニットあたりの鉄損と風損の合計は、パワーフローより、 

2

)( outputGeneratorgeneratorandmotorlossCopperinputMotor

lossWindagelossIron






・・(6-8) 

となる。ここで、電動機の発電電力及び入力電力は、パワーメータにより測定した値を用

いている。また、銅損は、測定した巻線抵抗及び電流値より導出した値を求める。そして、

式(6-8)により得られた鉄損と風損の合計より、BelM の電動機出力が導出され、 

)()( lossWindagelossIronmotorlossCopperinputMotorinputMotor  ・・・(6-9) 

となる。そして、式(6-9)により得られた電動機出力、電動機インバータ入力電力、及び軸

支持インバータの入力電力より、軸支持電力を含んだ効率を導出することができ、  

inputSuspensioninputMotor

outputMotor
efficiencyBelM


 ・・・・・・・・・・(6-10) 

となる。また、式(6-9)により得られた電動機出力及びプログラム内で計算される回転速度 ω

より、トルクが導出され、 

speedRotational

outputMotor
outputMotor  ・・・・・・・・・・・・・・・(6-11) 

となる。以上により、BelM の電動機損失、電動機出力、トルク及び効率を求めることがで

きる。 



第 6 章 大容量・高速回転に対応可能な IPM 型 BelM の検討 

136 

 

図 6-23(a)  BelM 試作機の写真 

図 6-23(b)  IPM 型 BelM の試作機の回転子 

Prototype

Motor
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Current control

Generator
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Speed control
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Sensor

target

BelM
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Sensor target
BelM

rotor

図 6-23  提案する回転子構造を備えた IPM 型 BelM の試作機 
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図 6-24  ギャップセンサの様子 

図 6-25  ロータリエンコーダのスリット板及びフォトインタラプタ 

a軸方向センサ

b軸方向
センサ

フォトインタラプタ

エンコーダスリット板
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図 6-26  実験システムにおけるインバータ・コントローラ・測定器 
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図 6-27  実験システムの概要 
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図 6-28  軸支持用インバータ及び電動機用インバータの接続 
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図 6-29  BelM のパワーフロー 
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6.6.2 IPM 型 BelM の軸支持制御系 

図 6-30 に回転子の浮上位置を制御する軸支持制御系を示す。軸支持制御には、ギャップ

センサにより検出した変位 α，β、及びロータリエンコーダにより検出した回転角度θを用

いる。まず、位置制御部では、各ユニットにおいてギャップセンサで検出した α，β 方向の

回転子の変位をフィードバックし、位置指令値 α*，β*と検出位置 α，β の偏差から PID 制御

器により操作量として軸支持力の指令値 Fα
*，Fβ

*を作成する。そして、この軸支持指令値

Fα
*，Fβ

*から軸支持電流変調式 M を用いて、軸支持電流指令値 is4
*，is4d

*を導く。 

 ここで、軸支持電流変調式 M について考える。界磁電流 im2dはゼロとするため、式(6-1)

より、回転子座標上の直交 x y 座標上の軸支持力 Fx, Fyと 4 極の等価二相軸支持電流 is4d, is4q

の関係は、 

     

















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i
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''

''
・・・・・・・・(6-12) 

になる。また、本試作機は、6.5 節に示す軸支持力脈動を抑制できる回転子を備えているこ

とにより、Mdx
'imagと Mdy

'imag及び Mqx
'imagと Mqy

'imagの値はそれぞれ等しくしているため、式

(6-12)は、 

          











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
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になる。ただし、X, Y は、 

)''(
2

1
),''(

2

1
22 qmqyqmqxmagdymagdx iMiMYiMiMX  ・・・(6-14) 

である。また、式(6-14)に逆 dq 変換を施すことで、固定子座標上の軸支持力 Fα，Fβと固定

子座標上の等価二相軸支持電流 is4a, is4bの関係は、 
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になる。式(6-15)を整理すると、 
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になる。ここで、式(6-16)の軸支持電流 is4a,is4bについて、 
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とすることにより、交流の軸支持電流 is4a, is4bを直流化された軸支持電流 is4, is4dにすること

ができる[67]。式(6-17)を式(6-16)へ適用すると、 
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になる。式(6-18)より軸支持電流を計算することができ、 
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になる。以上により導出された式(6-15)を軸支持電流変調式 M とする。また、第 5 章で示し

た R+TMB Type B ver1 のラジアル軸支持制御系と同様に、10,000 rpm 以上の高速回転におい

て、ラジアル軸支持制御にトラッキングフィルタを適用し、10,000 rpm 以上の高速回転にお

いて、回転に同期した周波数成分の軸支持制御ゲインを小さくし、不要な軸支持電流を流

さないようにする。また、トラッキングフィルタのゲイン ktr は、回転速度により変化させ

ている。 

電流制御部では、電流検出モジュールにより検出した U 相電流 is4u及び W 相電流 is4wか

ら 3 相電流 is4u, is4v, is4wを得る。そして、3 相電流に対して二相三相変換を行うことで固定子

座標系の等価 2 相軸支持電流 is2a, is2bを算出する。さらに、ロータリエンコーダにより検出

した回転角度θでd変換を施すことで、d座標系における二相電流 is4，is4dを算出する。d

座標系における二相電流 is4，is4dから軸支持電流指令値 is4
*，is4d

*との偏差を計算し、その

偏差から PI 制御器により、電圧指令値 vs4
*，vs4d

*を作成する。電圧指令値 vs4
*，vs4d

*を逆d

変換及び三相二相変換を施し、三相の電圧指令値 vs4u
*，vs4v

*，vs4w
*を作成する。この電圧指

令値を三角波比較方式によって、PWM インバータのスイッチングパルスに変換し、軸支持

巻線に指令値通りの電流を流す。
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図 6-30  軸支持制御系のブロック線図 
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6.6.3 IPM 型 BelM の電動機制御系 

 図 6-31 にロータリエンコーダを用いた回転角度検出法を適用した電動機制御系を示す。

まず、ロータリエンコーダにより発生するパルスのカウント値により回転角度を算出する。

そして、割り込み処理ごとに算出した回転角度を配列に格納(10 サンプル分)し、10 サンプ

ルの間に回転した角度から回転速度を計算する。9 サンプル(1.8 msec)前の角度と比較するこ

とにより、回転速度 33,333 rpm まで計測することができ、30,000 rpm に対応できる。 

速度制御部では、算出した回転速度 ω から速度指令値 ω*との偏差を計算し、その偏差量

eωから PI 制御器により、トルク電流の指令値 im2q
*を作成する。そして、電流制御部では、

電流検出モジュールで検出した U，W 相電流に二相三相変換、dq 変換を施すことで、回転

子座標系における等価二相電流 im2d，im2qを算出する。そして、この im2d，im2qから、速度制

御部で作成した d 軸の励磁電流指令値 im2d
*、及び q 軸のトルク電流指令値 im2q

*との偏差を

計算し、その偏差量から PI制御器により電圧指令値 vm2d
*，vm2q

*を作成する。電圧指令値 vm2d
*，

vm2q
*を逆 dq 変換及び三相二相変換を施し、三相の電圧指令値 vm2u

*，vm2v
*，vm2w

*を作成する。

この電圧指令値を三角波比較方式によって、PWM インバータのスイッチングパルスに変換

し、電動機巻線に指令値通りの電流を流す。 
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図 6-31  電動機制御系のブロック線図 
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6.7 提案する回転子を備えた IPM 型 BelM の試作機による軸支持力特性試験 

 6.6 節の提案する軸支持力脈動抑制法を備えた 2 極電動機･4 極軸支持構造を持つ IPM 型

BelM の試作機及び実験システムにより、回転角度qに対して軸支持力の特性試験を行った。 

まず、図 6-33 は、軸支持力算出方法の概要を示す。図 6-32 に示すように軸支持力特性試

験のための荷重を回転子の両側にかけることにより、負荷に対応して回転子位置を一定に

するように BelM が軸支持力を発生する。そして、軸支持力を算出するために、図 6-32 よ

り、Unit1, Unit2 の回転子幾何中心周りにおけるモーメントを考えると、式(6-20)及び式(6-21)

が得られる。Unit2 の回転子幾何中心周りのモーメントの釣り合いより、 

         22211121121 wfwwfw llFlllFlF a  ・・・・・・・・(6-20) 

また、Unit1 の回転子幾何中心周りのモーメントの釣り合いより、 

   )()( 11112222122 wfwwfw llFlFlllF  a  ・・・・・・・(6-21) 

得られた式(6-20)，式(6-21)をそれぞれ Fα1, Fα2について解くことにより軸支持力算出式(6-22)，

式(6-23)が得られる。 
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軸支持力特性試験では、回転角度 0°～180°の間の 19 点の角度 θ において、5 kg から 14 kg

まで、水平軸方向(α 軸負方向)の荷重かけて軸支持力の特性試験を行った。図 6-34(a)は、θ = 

0°における軸支持力特性試験の結果を示す。軸支持力係数 kfは、軸支持力算出式から導出し

た軸支持力 Fαと軸支持電流値 is4γの一次近似直線の傾きである。同様に、0°から 180°の間の

19 点の角度に対して軸支持力係数 k を求めた。図 6-34(b)は、縦軸を 0°から 180°の間の 19

点に対し測定した軸支持力係数 k、横軸を測定を行った回転角度 θとした時のグラフを示す。

また、図中の破線は、回転角度 θ の 0°から 180°を 1 周期として、フーリエ級数展開を行う

ことで求めた基本波成分の軸支持係数 k’の波形を示す。実験結果より軸支持係数 k’におい

て、平均値に対する軸支持力脈動比を求めると 2.94%となり、軸支持系数 k における軸支持

力脈動比でも 5.48%であり、軸支持力の脈動を良好に抑制できている。さらに、回転角度 θ 

= 0°における軸支持力係数 k’すなわち回転子座標上の軸支持力式(6-1)のMdx’imagが 9.61 N/A、

回転角度 θ = 90°における軸支持力係数 k’ すなわち式(6-1)の Mdy’imagが 9.83 N/A であり、

Mdx’imagと Mdy’imagの差は、0.22 N/A となり平均値の 2.3%と非常に小さい。従って、式(6-1)

の Mdx’imagと Mdy’imagが、同等となっており、軸支持制御式(6-6)を用いて軸支持制御を行う

ことができる。 
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図 6-33  軸支持力の差出方法 
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図 6-34(b)  回転角度 θ に対する軸支持力係数 

図 6-34(a)  回転角度 θ = 0°における軸支持力特性試験結果 
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6.8 30,000 rpm までの高速回転における非接触軸支持特性試験 

本節では、6.6 節に示す実験システムを用いて、30,000 rpm までの高速回転における実負

荷試験を行った。ここで、安定な非接触軸支持運転を実現するためには、式(6-1)の Mdx’imag

及び Mdy’ imagに加えて、電動機巻線磁束と軸支持巻線磁束の干渉項である式(6-1)の Mqx’及び

Mqy’を同定する必要がある。これらのパラメータは、文献[44]において示されている方法に

よりパラメータ同定を行った。そして、同定したパラメータ制御系へ適用し安定な非接触

軸支持運転を確認した後、実負荷試験を行うことにより、高速回転における軸支持運転特

性の検証を行った。さらに、他の研究チームにより、BelM の高速回転におけるポイントで

軸支持電力を含めない効率や 10,000 rpm 程度までの比較的低速における効率及び損失が報

告されている[47], [55]-[61],[64]。一方で、30,000 rpm という高速回転における BelM の軸支持電力

を含めた効率やそのマップといった運転特性は未だ報告されていない。そこで、本試験で

は、軸支持電力を含んだ効率マップを取得し、詳細な運転特性を明らかにした。 

 

6.8.1 30,000 rpm までの高速回転における非接触軸支持特性試験 

 図 6-35(a)及び(b)は、最大回転速度 30,000 rpm における無負荷及び最大負荷時の α, β 軸の

回転子変位波形を示している。そして、電動機出力は 6.6.1 項の損失分離法による電動機出

力の導出式(6-11)より導出している。図 6-35 より、振れ回りの振幅は、無負荷時で 9.15 μm

、最大電動機出力 5.33 kW 時で 9.91 μm となり、タッチダウン幅の 20 分の 1 以下と非常に

小さい。また、図 6-36(a)及び(b)は、図 6-35(a)の時の軸支持電流波形及びそのスペクトラム

を示す。3倍の周波数成分は、基本波振幅に対して 9.76%と比較的小さいことから、提案す

る軸支持力脈動を抑制するための回転子構造が有効であることを示している。そして、図

6-37(a)より、30,000 rpm までの回転速度において、最大振れ回り量は 4,000 rpm・無負荷の

時の 58.2 μmであり、タッチダウン幅の 3分の 1以下で安定に軸支持運転できている。従っ

て、提案する IPM型BelMは、無負荷・最大負荷の両方において、30,000 rpmまでのすべて

の回転速度で非常に安定な軸支持運転を実現できている。また、図 6-37(b)より、軸支持三

相電流は、振れ回りが最大の時において最大 3.808 Arms であり定格電流 9.896 Arms の

38.4%、最大電動機出力 5.33 kW時において 3.263 Armsであり定格電流 9.896 Armsの 32.9%

と、小さな電流で軸支持運転できている。 

 さらに、図 6-38 は、10,000 rpm から 30,000 rpm までの軸支持インバータの軸支持入力電

力のマップを示す。図中の黒のラインは、軸支持入力電力が10 Wのラインを示す。図6-38

より、30,000 rpm・最大電動機出力5.33 kWにおいて、軸支持入力電力は13.3 Wであり、電

動機出力 5.33 kWの 0.250%と非常に小さい。加えて、図 6-38の大部分の領域において、軸

支持入力電力が 10 W 以下と非常に小さい。また、図 6-39 は、軸支持入力電力における軸

支持電流の銅損に対する軸支持鉄損の比率を示している。軸支持鉄損は、軸支持インバー

タの入力電力から、測定した巻線抵抗及び軸支持電流から銅損を差し引くことにより求め

る。そして、図中の黒のラインは、比率1のラインを示す。15,000 rpm程度までは銅損が支
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配的であるが、それ以上の高速回転における領域では、鉄損が支配的となっている。 

 従って、高速回転において、提案する IPM 型 BelM は、提案する回転子構造により軸支

持力脈動が抑制されていることで、汎用インバータにより電動機出力に対して非常に小さ

な軸支持電力で安定な軸支持運転が十分に可能である。以上により、安定な非接触軸支持

運転及び軸支持インバータの入力電力などの軸支持運転特性を明らかにした。 
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図 6-35  30,000 rpm における非接触軸支持運転試験結果 

図 6-36(b)  図 6-36(a)のフーリエスペクトラム 

2ms/div

a

b

50

μm/div

50

μm/div

±9.91μm30000 rpm, 5.33 kW

50

μm/div

50

μm/div

30000 rpm, No load ±9.15μm

a

b

time [ms]

C
u

rr
en

t 
[A

]

0

-5

5

10

-10
0 10987654321

U-phase suspension current is4u

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

0
.5 1

1
.5 2

2
.5 3

3
.5 4

4
.5 5

5
.5 6

6
.5 7

7
.5 8

8
.5 9

9
.5 1
0

Fundamental component

T
h
e 

h
ar

m
o
n
ic

s 
ra

ti
o

to
 t

h
e 

fu
n

d
am

en
ta

l 
[%

]

Frequency [kHz]

3rd harmonic component(1.5 kHz)

9.76%

図 6-35(b) 最大軸出力 5.33 kW 時における回転子変位波形 

図 6-35(a)  無負荷時の回転子変位波形 

図 6-36(a)  図 6-34(a)における U 相軸支持電流波形 

図 6-36  図 6-35(a)における U 相軸支持電流 
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図 6-37(a)  回転速度に対する回転子振れ回り振幅 
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図 6-38  軸支持入力電力マップ 

図 6-39  軸支持入力電力における銅損に対する鉄損の割合 
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6.8.2 30,000 rpm までの高速回転における効率マップ及び損失 

 次に、軸支持入力電力を含めた効率の検証を実負荷試験により行った。そして、本試作

機は高速回転機であるためインダクタンスが小さいことから、PWM インバータのスイッチ

ング周波数が運転特性に与える影響が大きいと考えられた。そこで、使用している PWM イ

ンバータは、スイッチング素子として IGBT を用いていることを考慮し、電動機及び軸支持

の PWMインバータのスイッチング周波数を 10 kHzと 20 kHzの 2パターンに対して検証を

行った。ここで、電動機と軸支持の PWM インバータスイッチング周波数は同じとして、さ

らに、制御系のサンプリング周波数は 20 kHz 一定としている。また、この時の電動機出力、

トルク、効率及び損失は、6.6.1 項に示す式(6-8)から式(6-11)に示す算出式より導出した。 

図 6-40(a)及び(b)は、PWM インバータのスイッチング周波数を 10 kHz 及び 20 kHz とした

時の効率マップを示す。まず、10 kHz スイッチングの場合、最大効率は 22,500 rpm におい

て 90.0%であり、最大電動機出力では 88.4%である。一方、20 kHz スイッチングの場合、最

大効率は 20,000 rpm において 91.1%であり、最大電動機出力では 89.9%である。また、スイ

ッチング周波数を上昇させることにより、10,000 rpm から 30,000 rpm までの高速回転の運転

範囲において 1%以上効率を改善できている。 

以上のことについて検討を行った。まず、図 6-41(a)及び(b)は、PWM インバータのスイ

ッチング周波数を 10 kHz 及び 20 kHz とした時の電動機 U 相電流波形を示す。また、図 6-42

は、図 6-41(a)及び(b)のスペクトルを示す。インバータのスイッチング周波数を上昇させる

ことにより、10 kHz のスイッチングによるリプル電流が抑制されていることがわかる。THD

に関しても、10 kHz の時の 9.18%に対して、20 kHz の時は 6.70%であり、改善されている。

さらに、軸支持電流についても、同様に確認したところ、図 6-43 及び図 6-44 より、10 kHz

のスイッチングによるリプル電流が抑制されている。そして、図 6-45 は、30,000 rpm にお

ける回転子座標上の電動機電流 im に対する電動機損失及び軸支持入力電力を示している。

以上のように、スイッチング周波数を上昇させることで、スッチングによるリプル電流が

抑制されているため、最大電動機出力において、電動機損失は 10 kHz の時の 638.7 W に対

して 20 kHz の時は 585.4 W となり、8.35%低減できている。さらに、軸支持入力電力に関し

ても、10 kHz の時の 24.98 W に対して 20 kHz の時は 13.28 W となり、46.8%低減できてい

る。以上の理由により、図 6-40(a)及び(b)の効率マップに示すように、効率が 1%以上改善さ

れていると考えられる。 
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図 6-40(a)  スイッチング周波数 10 kHz 時の効率マップ 

図 6-40(b)  スイッチング周波数 20 kHz 時の効率マップ 
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図 6-41(a)  スイッチング周波数 10 kHz 

図 6-42  図 6-41 のフーリエスペクトラム 

 

図 6-41(b)  スイッチング周波数 20 kHz 

 図 6-41  電動機電流波形 
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図 6-44  図 6-43 のフーリエスペクトラム 

 

図 6-43(a)  スイッチング周波数 10 kHz 

 

図 6-43(b)  スイッチング周波数 20 kHz 
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図 6-45  スイッチング周波数 10 kHz 及び 20 kHz における 

電動機損失及び軸支持入力電力 
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第 7章 結論及び今後の展望 

7.1 結論 

 本論文は、数百 kW 以上の大容量コンプレッサに対応可能な磁気浮上技術を用いた従来の

回転機システム以上に高性能・高機能な回転機システムを検討した。そして、その高性能・

高機能な回転機システムを実現するための磁気軸受及び BelM の検討を行った。まず、一般

的なモータと磁気軸受を用いた回転機システムにおいて低損失RMBを用いたシステムを検

討し、このための大容量に対応可能かつ低損失化のための 4 つの C 形コアを統合した RMB

を提案した。次に、システムの組立性の向上かつワイドギャップに対応するためのシステ

ム I を検討し、このための円筒形回転子を備えた R+TMB Type A に加えて PTMB を活用し

た構造を提案した。さらに、システムの小型化のためのシステム II を検討し、このための

円筒形回転子を備えた R+TMB Type B を提案した。最後に、システムの更なる小型化のた

めの BelM とシステム II の R+TMB Type B を用いたシステムを検討し、このための大容量・

高速回転に対応可能な IPM型 BelMを提案した。そして、以上に提案する RMB、R+TMB Type 

A、R+TMB Type B及び BelMの有効性を 3D-FEA又は試作機による検証試験により示した。 

 

7.1.1 大容量に対応可能でありながら低損失を実現するための 4つの C形コアを統合

したラジアル磁気軸受 

 従来の RMB のヘテロポーラ型 RMB やホモポーラ型 RMB の場合、大きな回転子鉄損や

高コストなどといった問題があった。そこで、これまで数十 W 程度の回転機システムに用

いられていた C 形コアを用いた RMB に着目し、大容量に対応可能かつ低鉄損化のために 4

つの C 形コアを一体化したホモポーラ型 RMB を新たに提案し、その特性検討を行った。そ

して、3D-FEA を用いて、新たに提案する RMB の軸支持力と損失について、従来の RMB

と比較しながら検討を行った。その結果、提案する RMB は、回転子自重に対して 5.82 倍も

の十分な軸支持力を発生でき、加えて、これまで低損失として知られていたホモポーラ型

RMB に対し、無負荷時における回転子鉄損を 74.6%、同等の軸支持力 8690 N における全損

失で 23.3%も低減できた。従って、新たに提案する 4 つの C 形コアを一体化したホモポー

ラ型 RMB は、大容量に対応可能であり、従来の RMB 以上に低鉄損化できることに加え、

磁石使用量を低減できることを示した。 

 

7.1.2 システムの組立性向上かつワイドギャップに対応するための円筒形回転子を

備えた R+TMB Type A と PMTB を活用した構造 

 従来の回転機システムにおいて、TMB に用いられるディスク形回転子により、組立性の

低下・バランス取りが難しい・周速上昇による回転速度制限などといった問題があった。

そこで、システムの組立性の向上かつワイドギャップでありながら高スラスト外乱に対応

するために、円筒形回転子を備えた R+TMB Type A に加えて PTMB を活用した構造を提案
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し、その提案構造を備えた試作機を新たに製作した。そして、製作した試作機により、ラ

ジアル軸支持力特性及びスラスト軸支持力特性について実験を行った。実験結果より、提

案する R+TMB Type A に加えて PTMB を活用した構造は、受動的なスラスト軸支持力をス

ラスト軸支持力の設計目標の 1/3 程度も発生できているため、大型化することなく高スラス

ト軸支持力化を実現している。さらに、高スラスト軸支持力を達成していることにより、

外乱が大きな水中における負荷状態において、試作機が安定な非接触軸支持運転できるこ

とも示した。 

 

7.1.3 システムの小型化のための円筒形回転子を備えた R+TMB Type B 

システム I の R+TMB Type A は、RMB と TMB を軸方向に並べていたため、一般的な回

転子システムに対して軸長を大きく短縮することが難しかった。そこで、通常のギャップ

長においてシステムを小型化するために、RMB と TMB を半径方向に一体化した円筒形回

転子を備えた R+TMB Type B を提案した。 

まず、原理検証モデルである円筒形回転子を備えた R+TMB Type B ver1 について、

3D-FEA 及び R+TMB Type B ver1 を備えた試作機により、軸支持力特性及び非接触軸支持運

転特性の検証を行った。まず、製作した試作機を用いてラジアル軸支持力及びスラスト軸

支持力の特性試験を行った。軸支持力特性試験により、提案する R+TMB Type B ver1 がラ

ジアル軸支持力とスラスト軸支持力を十分に備えていることを明らかにした。次に、試作

機を用いた非接触軸支持運転試験を行った。3D-FEA による軸支持力特性の解析結果と回転

速度 3,000 rpmでのステップ外乱試験により、ステップ外乱に対する安定な軸支持特性及び、

RMB と TMB が非干渉化できていることを明らかにした。さらに、30,000 rpm までの非接

触軸支持運転試験を行い、高速回転において、安定な加速及び非接触軸支持制御を実現し

た。以上により、提案する R+TMB Type B ver1 の有効性を実験的に示した。 

さらに、R+TMB Type B の実用化を推し進めるために、R+TMB Type B の固定子組立性を

向上し、かつ、回転子鉄損を低減する新たな R+TMB Type B ver2 の構造を提案した。そし

て、3D-FEA により、提案する R+TMB は、組立性を向上しながらも、回転子自重に対して

十分なラジアル軸支持力、そして、スラスト外乱力に対して十分なスラスト軸支持力を発

生できることを示した。加えて、磁極間に補助磁石を設けることで、回転子鉄損の大幅な

低減が望め、新たに提案する R+TMB Type B ver2 が磁気軸受の低損失化のために非常に有

用であることを示した。 

 

7.1.4 システムの更なる小型化のための大容量・高速回転に対応可能な 2極電動機・

4極軸支持構造を持つ IPM 型 BelM 

 これまでは、表面貼付型 BelM が報告されているが、高コストや大容量に対応できるだけ

の軸支持力が発生し難いといった問題があった。そこで、低コストに大容量・高速回転 BelM

を実現するために、分割した永久磁石を回転子に埋め込んだ 2 極電動機･4 極軸支持構造の
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IPM 型 BelM の検討を行った。そして、この構造において発生する軸支持力の脈動を抑制す

るために、回転子内部の適切な位置にフラックスバリアを設ける回転子構造を提案した。

そして、3D-FEA により、提案する回転子構造が軸支持力脈動の抑制に有効であり、応力解

析から高速回転にも対応できることを示した。 

そこで、提案する軸支持力脈動抑制のための回転子構造を備えた 2極電動機・4極軸支持構

造を持つ IPM 型 BelM の試作機を実際に製作し、提案する軸支持力脈動抑制のための回転

子構造の検証試験を行った。ここで、試作機は、同様の IPM 型 BelM を 2 ユニット備えて

おり、試作機全体で 10 kW 程度の出力（1 ユニットあたり 5 kW 出力）である。この試作機

を用いた検証試験により、提案する軸支持力脈動抑制法が有効であることを実験的に示し

た。また、30,000 rpm までの実負荷試験を行い、非接触軸支持運転特性を検証した。そし

て、提案する IPM型BelMは、30,000 rpmという高速回転において安定な非接触軸支持運転

が可能であることを示した。この時、30,000 rpm・最大出力 5.33 kW において、PWM イン

バータの軸支持入力電力は 13.3 Wであり、出力 5.33 kWの 0.250%と非常に小さい。従って

、高速回転において、提案する IPM型BelMは、汎用PWMインバータにより、小さな軸支

持電力で安定な軸支持運転が十分に可能であることを示した。さらに、高速回転機はイン

ダクタンスが小さいことから、電動機及び軸支持のインバータのスイッチング周波数が運

転特性に大きく影響すると考えられた。そこで、PWM インバータのスイッチング周波数

を 10 kHz から 20 kHz へ変更し、効率及び損失の検討を行った。その結果、PWM インバー

タのスイッチングによるリプル電流が抑えられたことにより、損失が低減され、効率が 1%

以上改善された。以上により、提案する IPM 型 BelM の高速回転における軸支持入力電力

を含めた効率などの運転特性を明らかにし、良好な効率を達成できていることを示した。

さらに、PWM インバータのスイッチング周波数を上昇させることで電流リプルを抑制し

、有効に損失を低減できることを示した。 

 

7.2 今後の展望 

 第 2 章において提案した低損失な RMB 及び第 5 章において提案した低損失な R+TMB 

Type B ver2 について、3D-FEA による検討にとどまっている。そこで、今後は、提案するそ

れぞれの構造について試作機を製作し、検証試験を行うことにより、実際に優れた低損失

特性が実現可能であることを示す必要がある。 

 また、第 6 章において提案した IPM 型 BelM の実負荷試験により、非接触軸支持運転時

の諸特性が明らかとなるとともに、高速回転時の鉄損による発熱のために連続運転が困難

であることも明らかになった。そこで、今後は、冷却や損失密度に着目した設計検討が必

要不可欠であると考えられる。従って、BelM の実用化を推し進めるために、大容量・高速

回転対応しながらも連続運転を可能とするために、低損失な BelM の検討を行う必要がある。 

 以上を解決することにより、従来の磁気浮上技術を用いた回転機よりも優れた特性を備

えた回転機の実現が可能になると考える。 
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